
資 料 編 

 
 

資料 1 調査団氏名・所属 ......................................................................資料 1-1 

資料 2 調査工程 ....................................................................................資料 2-1 

資料 3 面会者リスト .............................................................................資料 3-1 

資料 4 討議議事録.................................................................................資料 4-1 

資料 5 ソフトコンポーネント計画書 ....................................................資料 5-1 

資料 6 参考資料 

 資料 6-1 モニタリングフォーム（案） ..........................................資料 6-1-1 

 資料 6-2 水門設備検討書 ................................................................資料 6-2-1 

資料 7 収集文献リスト..........................................................................資料 7-1 

資料 8 テクニカルノート ......................................................................資料 8-1 

資料 9 設計図 ........................................................................................資料 9-1 

 

 



 

 



 

 

資料 1 

 

調査団氏名・所属 



 

 



資料 1

調査団氏名・所属

担当業務 氏名 所属

(1) 業務主任／総合治水計画 松本良治／三品孝洋 株式会社建設技研インターナショナル

(2) 副業務主任／河川施設計画 三品孝洋／石井昌樹 株式会社建設技研インターナショナル

(3) 施設設計(無償)(1)

水門施設設計 I

我妻康弘 日本工営株式会社

(4) 施設設計(無償)(2)

水門施設設計 II

梶浦建樹 日本工営株式会社

(5) 施設設計(無償)(3)

水門施設設計 III

石井昌樹／伊藤達二 株式会社建設技研インターナショナル

(6) 施設設計(無償)(4)

水門機械設備計画 I

山口 新 日本工営株式会社

(7) 施設設計(無償)(5)

水門機械設備計画 II

山本正宏 日本工営株式会社

(8) 施設設計(無償)(6)

水門電気設備計画

斉藤正義 日本工営株式会社

(9) 施行計画・積算(無償)(1)

水門施設

君島 実 株式会社建設技研インターナショナル
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資料 2

調査工程

2011
12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1. 無償案件形成

2. 案件概要説明書作成

3. インセプションレポート作成

4. 基本設計

5. プログレスレポート作成

6. 詳細設計

7. 詳細設計レポート作成

8. 概略事業費積算

インセプションレポート説明協議 2/23

テクニカルノート協議 5/15

プログレスレポート協議 5/28

協力準備調査報告書(案)協議 9/5

協力準備調査実施に係わるM/D署名 3/12

プログレスレポートに係わるM/D署名 5/30

協力準備調査報告書(案)に係わるM/D署名 9/7

本事業実施の交換公文署名 7/5

本事業実施の贈与契約署名 8/15

作業項目
2012
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面会者リスト
機関名(所属)/氏名

Royal Irrigation Department (RID), Ministry of Agriculture and Cooperatives

氏名 所属

Mr. Lertviroj Kowattana Director General

Mr. Suthep Noipairoj Deputy Director General for Operation and Maintenance

Mr. Chachawal Punyavateenun Deputy Director General for Engineering

Mr. Somkiet Prajumwong Director of Project Management Office

Mr. Kosol Tienthongnukul Director of Office of Engineering Topographical and
Geotechnical Survey

Mr. Chatchai Boonlue Director of Foreign Financed Project Administration Division

Mr. Panuphan Artsalee Expert in Civil Engineering (Design)

Mr. Krairerk Inchayanunth Chief of Design Standard Group

Mr. Thanet Somboon Hydrologist in Experienced Level

Mr. Thongpeaw Kongjun Director of Office of Engineering and Architecture Design

Mr. Songsak Soawung Director of Public Participatory Promotion

Mr. Ugrid Thawonklaikool Director of Operation and Maintenance Division of Regional
Irrigation Office 10

Mr. Jamnong Phungpuk Director of Office of the National Economic and Social
Development Board (NESDB)

Mr. Jirawat Ratisunthorn Director of Water Crisis Prevention Center

Mr. Prasit Sitho Chief Engineer (Executive Advisor in Survey and Design)

Mr. Phuwanade Thongrungroj Chief Engineer (Executive Advisor in Water Allocation and
Maintenance)

Mr. Kanchadin Srapratum Chief of Foreign Financed Project Administration Division

Mr. Noppadol Kosuwant Chief of Improvement and Maintenance Division

Ms. Sukontha Airkarat Representative of Director Bureau of Coordination for
International Cooperation

Mr. Pinyo Gessa Plan and Policy Analyst, Senior Professional Level

Ms. Kobkul Rangsiyaroj Engineer, Professional Level

Mr. Weerawot Sirikul Chief Engineer of Regional Irrigation Office 10

Mr. Suparat Kosumapinan Chief of Design Group of Regional Irrigation Office 10

Mr. Chensak Suphakul Engineer of Regional Irrigation Office 10

Mr. Prasit Sithiyos Geologist of Regional Irrigation Office 10

Mr. Athaporn Punyachom Head of Water Management Division of Regional Irrigation
Office 10

Mr. Sittiwat Saengsiripaibool Boundary Survey and Cadastral Survey Coordination of Water
Management of Regional Irrigation Office 10
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Mr. Prasert Lakrungroungkit Boundary Survey and Cadastral Survey Coordination of Water
Management of Regional Irrigation Office 10

Mr. Maitree Pitinanon Director of Ayutthaya Irrigation Project Office

Mr. Chatchai Kerdpudpiam Engineer of Ayutthaya Irrigation Project Office

Mr. Boontham Ponwang Ayutthaya Irrigation Project Office

Mr. Natthaphong Kosuma Ayutthaya Irrigation Project Office

State Railway of Thailand

氏名 所属

Mr. Paiboon Sujirangkul Acting Chief Engineer of Department of Civil Engineering

Mr. Somchart Unsap Chief of Phra Nakhon Si Ayutthaya Permanent Way Inspector

Mr. Sompot Artca Assistant Chief of Phra Nakhon Si Ayutthaya Permanent Way
Inspector

Committee of Damrongtham Center of Phra Nakhon Si Ayutthaya Province

氏名 所属

Mr. Withaya Pewpong Governor of Phra Nakhon Si Ayutthaya Province

Dr. Thawee Naritsirikul Vice Governor of Phra Nakhon Si Ayutthaya Province

Mr. Praphon Aiamsunthorn Public Works and Town & Country Planning of Phra Nakhon
Si Ayutthaya Province

Mr. Surachai Ajonboon Director of Office of the Natural Resources and Environment
of Phra Nakhon Si Ayutthaya Province

Ms. Bubpanat Chindet Treasury of Phra Nakhon Si Ayutthaya Province

Mr. Sutham Noungam Land Office of Phra Nakhon Si Ayutthaya Province

Mr. Sahaphum Phumtaritrat Director of 3rd Regional Office of Fine Arts of Phra Nakhon Si
Ayutthaya Province

Mr. Ratchata Pakafung Director of Marine Department of Phra Nakhon Si Ayutthaya
Province

Mr. Chaicharn Pondokmai Chief of Ayutthaya Railway Station of SRT

Mr. Somsong Sappakosolkul Mayor of Ayutthaya City Municipality

Mr. Narong Danchaiwiroj Mayor of Ayothaya Town Municipality

Mr. Adisak Boonrod Chief Executive of Han Tha Sub District Administrative
Organization

Mr. Lamduan Kaisamrit Chief Executive of Ko Rian Sub District Administrative
Organization

Mr. Somboon Imsuwan Chief Executive of Ban Ko Sub District Administrative
Organization

Mr. Chalieow Sukprasert Chief Executive of Tanoo Sub District Administrative
Organization
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1 ソフトコンポーネントを計画する背景

(1) 背景

ハントラ、クラマン両水門を新設することにより、パサック川左岸地域で洪水時のパサッ

ク川からの逆流を遮断し、①県道 3053 号線の東側地域の洪水防御を図ることにより住民生活

と資産の安全を確保し、②工業団地の浸水被害を軽減する事を目的としている。

しかしながら、水門建設位置のハントラ水路、クラマン水路は既存水門のあるカマオ(Khao

Mao)水路と接続されており、かつクラマン水門地点上流ではソンプルー(Suan Plu)水路が南

に分流し、そのチャオプラヤ川合流地点にはアヨタヤ町管理のスパチャイ(Supachai)排水機

場が設けられている。図-1 にこれらの位置関係を示す。

出典: JICA 調査団

図-1 構造物位置図

(2) 現状の運用

現状の運用は、洪水時にチャオプラヤ川の水位がスパチャイ排水機場地点で EL.+2.6ｍ

Existing Supachai Pumping Station

Existing Suan Plu Gate
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(MSL)に達すると、国道 309 号線を横断する手前でソンプルー水路に設けられたアヨタヤ町管

理のソンプルー水門を閉じ、スパチャイ排水機場(12m3/sec/水中ポンプ 4基)を運転すること

により内水排除を行っている。RID 管理のカマオ水門はパサック川の逆流を防ぎ上流側水路

の HWL が EL.+3.5m(MSL)を越えない様ゲート開度調整する事になっている。このため、クラ

マン水路、ハントラ水路沿いの標高の低い所にある住居は頻繁に浸水被害を受けている状況

である。

(3) 施設の連携運用の必要性

本事業は、クラマン水路およびパサック水路内に水門施設を建設し、3053 号線より東側の

地域に対してパサック川の逆流による洪水被害を軽減する事であるが、図-1 に示す様に一つ

の水路システム内に複数の構造物が存在する事になるため、これらの構造物と今回機材調達

で納入される排水ポンプ車 10 台(0.5m3/sec/台 x 10 台 = 5m3/s)の最適運用を検討し、それ

に沿った水門、排水機場、排水ポンプ車の連携運用を図る事により、本無償事業の効果が最

大限発揮される事になる。

2 ソフトコンポーネントの目標

タイ国側実施機関が我が国による無償資金協力終了後も、持続的な運営維持管理活動を実

施することになっている。このため、運営維持管理の実施機関である王室灌漑局第 10 地域灌

漑事務所、同アユタヤ灌漑事業所、アヨタヤ町、アユタヤ市、アユタヤ郡、アユタヤ県の各

自治体の治水担当職員が本コンポーネントを通じ、以下の状態まで施設等の運用について習

熟する事を目標とする。

① ハントラ水門、クラマン水門のゲート操作が円滑に行われる事。

② 洪水時に、新設、既存水門ゲート、排水機場および排水ポンプ車の円滑な連携運用

が行われる事。

③ 洪水被害の軽減に係わる行政サービスが向上される事。

3 ソフトコンポーネントの成果

成果として、施設の運用支援に関するソフトコンポーネント完了時に運営維持管理実施機

関の職員が、以下の状況に迅速な対応が可能となっている事である。

成果 1) どんな状況でも、ハントラ水門、クラマン水門で管理者の指示に基づいて適切なゲ

ート操作が行える。

成果 2) どんな状況でも、ハントラ水門、クラマン水門、カマオ水門、ソンプルー水門、ス

パチャイ排水機場および排水ポンプ車の管理者がゲート操作およびポンプ運転のた

めのネットワークが構築され、適切な連携運用が行える。

4 成果達成度の確認方法

施設の運用支援のソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は以下の通りである。

成果 1) 様々なケースを想定しハントラ水門、クラマン水門の担当者によって試験運用を実

施する。チェックリストを事前に作成し水門の運用の熟度を確認する。

成果 2) 洪水の考えうるケースを想定し、各水門、排水機場、ポンプ車の連携に関する試験運
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用を実施する。まずネットワークの構築がなされたかを確認した上で、連携運用を実

施する。これについても、チェックリストを事前に作成し、連携運用の熟度を確認す

る。

さらに、コンサルタントのチェックリストによる評価に加えて、参加者自身にチェックリ

ストによる評価及びアンケートに答えてもらい、参加者の運用の熟度及び理解度を確認する。

5 ソフトコンポーネントの活動(投入計画)

上記の成果の達成のために必要な活動を以下の通り計画する。各活動の具体的内容、対象

者、実施方法、実施リソース、活動期間、成果品の各項目について、後に添付する表-1 に示

した。施設の維持管理支援の概要は下記のとおりである。

① 施設運用規則の作成

② 関連水門、排水機場との連携操作指導

6 ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法

実施する施設の維持管理支援については、コンサルタント要員が支援する事とする。その

他、カウンターパート 1 名は下記のとおり計画する。

① 邦人コンサルタント要員：1名(施設運用規則指導)

対象地域内に設けられた治水施設の連携運用に係わる施設運用規則を指導する。こ

のため、RID ならびに地元自治体の治水担当者との協議を通じ、水門、排水機場、排

水ポンプ車の効果的な連携運用規則を提案する。提案内容についてはセミナーを通じ

て説明し、その際の相互意見交換を反映させることにより最終化する。各作業内容に

ついては、日本側関係機関へ報告する。

② 実施機関カウンターパート：王室灌漑局第 10 地域灌漑事務所の治水施設管理担当か

ら 1名。

タイ国側のカウンターパートは、邦人コンサルタントと協力してタイ国側関係機関

との調整を行う。

7 ソフトコンポーネントの実施工程

ソフトコンポーネント計画の実施工程は、2014 年 3 月 3 日(月)～5月 1日(木)(案)の 60 日

間とする。これは、当該無償資金協力事業の水門施設の完成と排水ポンプ車の調達を待つも

ので、2014 年 5 月が完工期限でもあることから逆算するものである。施設運用規則（案）に

ついては 4 月初旬までに作成し、同初旬から中旬に行うセミナー及び訓練を通じた関係者相

互の意見交換を反映させて最終化させる。最終化したものを用いて再度訓練を行い関係者の

熟度を確認する。コンサルタントの必要人月は 2M/M である。
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図-2 実施工程(案)

8 ソフトコンポーネントの成果品

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通りである

① 施設運用規則（ハントラ水門、クラマン水門、カマオ水門、ソンプルー水門、スパチ

ャイ排水機場、排水ポンプ車の各治水施設・機材の連携運用）（英文）

② セミナー資料（英文）

③ ソフトコンポーネント計画完了報告書（和文）

9 ソフトコンポーネント事業費

ソフトコンポーネントの概算事業費は以下のとおりである。

項目 人工 概算事業費

施設運用規則指導(O&M Expert) 2M/M

直接人件費 1,252,000

直接経費 1,484,000

間接費 1,603,000

合計 4,339,000

10 相手国側負担事項

本事業で新設される水門は、タイ国側実施機関が運営維持管理を実施する。上記のソフト

コンポーネントの目標達成にあたり、この前提条件に基づいて、タイ国側が責任を持って実

施すべき活動内容は、以下のとおりである。

① カウンターパート(1 名)の提供を行う。（王室灌漑局第 10 地域灌漑事務所治水施設管

理担当から 1 名）

② 水門、排水機場、排水ポンプ車の連携運用に対してタイ国側の研修担当者を選定し、

研修に参加させる。研修員は下記の事務所から計 15 名を想定する。

- 王室灌漑局第 10 地域灌漑事務所治水施設管理担当部署

- 王室灌漑局第 10 地域灌漑事務所アユタヤ灌漑事業所

ソ
フ
コ
ン

月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

月 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

交換公文（E/N)

無償資金拠出協定(G/A)

コンサルタント契約

入札関連業務

ガイドラインマニュアル等作成

セミナー

ガイドラインマニュアル等最終化

日本人専門家（施設運用規則指導）

建設工事ならびに機材調達

項目

要員

カウンターパート(RID 第 10 事務所 O&M 担当者）

配置

年 2012 年 2013 年 2014 年
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- アヨタヤ町治水担当部署

- アユタヤ県治水担当部署

- アユタヤ郡治水担当部署

- アユタヤ市治水担当部署

③ ゲート操作運用指導によるゲート開閉に対する許可を与える。
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表-1 ソフトコンポーネント活動計画

事業主体活動内容 対象者 実施方法 期間

日本国 タイ国

成果品

施設の運用支援

(1) 施設運用規則

の作成

施設運用規則は、対象

地域内の水門、排水機

場、排水ポンプ車を対

象とする。これらの効

率的な連携運用を考

えて作成する。

対象地域内のパサック川、チャオプ

ラヤ川の水位、降雨、土地利用、既

存施設の現況操作規則を基に、洪水

被害を軽減するため、治水施設の連

携運用を施設運用規則として取り

まとめ提案する。

57 日間 ○

邦人コ

ンサル

タント

施設運用規則

(2) セミナーの開

催

施設運用規則(案)を

基に、連携運用（各施

設・機材の運用）に係

わる提案内容を説明

し、関係機関相互の意

見交換を行う。

王室灌漑局

- 第 10 地域灌

漑事務所

- 同上アユタ

ヤ灌漑事業所

- アヨタヤ町

治水担当部署

- アユタヤ市

治水担当部署

- アユタヤ郡

治水担当部署

- アユタヤ県

治水担当部署

(計 15 名)

RID 第 10 地域灌漑事務所、あるいは

同アユタヤ灌漑事業所で、施設運用

規則のセミナーを行う。

3日間 ○

邦人コ

ンサル

タント

○

各 事 務

所員

セミナー資料
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Monitoring Form (Land Expropriation and Resettlement) 

 

Preparation of Resettlement Site (where necessary) 

No. 

Expropriation of the site 

(e.g. Area no. of resettlement 

HH, etc.) 

Status 

(Completed 

(date)/not done) 

Details 

(e.g. Site selection, identification of candidate site, discussion 

with PAPs, Development of the site, etc.) 

Expected 

date of 
completion 

1     

2     

 

Public Consultation 

No. Date Place Contents of the consultation/main comments and answers 

1    

2    

3    

 

Progress in quantity Progress in % 

Resettlement activities 
Planned 

total 
Unit During 

the 
quarter 

Till the 
last 

quarter 

Up to 
the 

quarter 

Till the 
last 

quarter 

Up to 
the 

quarter 

Expected 

date of 

completion 

Responsible 

organization 

Preparation of RAP          

 Employment of consultants  MM        

 Implementation of census survey 

(incl. socio-economic survey) 
         

 Approval of RAP          

Finalization of PAPs list  No. of PAPs        

Progress of compensation payment         

  Lot 1         

  Lot 2         

  Lot 3         

  Lot 4  

No. of HHs 

       

Progress of land expropriation         

  Lot 1         

  Lot 2         

  Lot 3         

  Lot 4  

m2/ha/zz 

       

Progress of asset replacement         

  Lot 1         

  Lot 2         

  Lot 3         

  Lot 4  

No. of HHs 

       

Progress of relocation of people         

  Lot 1         

  Lot 2         

  Lot 3         

  Lot 4  

No. of HHs 
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Monitoring Form (Construction Phase) 

 

1. Responses/Actions to Comments and Guidance from Government Authorities and the Public 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 

Responses/Actions to Comments and 

Guidance from Government Authorities  

 

Explanation regarding the Project asking 

from residents etc. 

 

 

 

2. Mitigation Measures 

- Air Quality（（（（Emission Gas / Ambient Air Quality）））） 

Item Unit 

Measured 

Value    

（（（（Mean）））） 

Measured 

Value    

（（（（Max.）））） 

Country’s 

Standards 

Referred 

International 

Standards 

(Japan) 

Remarks 

(Measurement Point, 

Frequency, Method) 

SO２ ppm   0.12 ppm 0.04 ppm 

NO２ ppm   0.17 ppm 0.06 ppm 

CO ppm   30 ppm 10 ppm 

TSP mg/m3   0.33 mg/m3 - 

1 site including 
sensitive receptors near 
the project site or others  
Frequency: See *1 
Method: Authorized 
methods in Thailand, 
WHO or JIS 

*1: Quarterly, or adjusted based on air pollutant-generating activities. Semi-annually in 2 years (in-use). 

 

- Water Quality（（（（Effluent/Wastewater/Ambient Water Quality）））） 

Item Unit 

Measured 

Value    

（（（（Mean）））） 

Measured 

Value    

（（（（Max.）））） 

Country’s 

Standards*1 

Referred 

International 

Standards 

(Japan) 

Remarks 

(Measurement Point, 

Frequency, Method) 

pH -   5-9 6.5-8.5 

SS (Suspended 

Solid） 
mg/l   - <50 mg/l 

BOD mg/l   <4 mg/l <5 mg/l 

DO mg/l   >2 mg/l >5 mg/l 

TCB 
MPN 

/100ml 
  

<20,000 

MPN/100ml 

<5,000 

MPN/100ml 

Oil mg/l   - No detected 

Surface water -   - - 

Each up & downstream 
of the center of 
construction  
(2 points in total) 
Frequency: See*2 
Method: Authorized 
methods in Thailand, 
WHO or JIS 
(For surface water 
observation, describe 
observation record) 

*1: Criteria in Class 4 are applied. In case of no criterion in country’s standards, the referred standard is applied (TCB applies 

criterion in Class 3). 

*2: Quartery, or in case that a problem occurs (at-work), Semiannually in 2 years (in-use) 

 

- Waste 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 

Content of complains from residents and 
its handling 
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- Noise / Vibration 

Item Unit 

Measured 

Value    
（（（（Mean）））） 

Measured 

Value    
（（（（Max.）））） 

Country’s 

Standards 

Referred 

International 

Standards 

(Japan) 

Remarks 

(Measurement Point, 

Frequency, Method) 

Noise level dB(A)   
70dB(A) 

(115dB(A)) 

45-65dB(A) 

(85dB(A)) 

Vibration 

level 
dB   - 75dB 

1 sites including 
sensitive receptors near 
the project site or 
others  
Frequency: See *1 
Method: Authorized 
methods in Thailand, 
WHO or JIS 
(Vibration applies 
Japanese Criterion) 

*1: Quarterly, or adjusted based on noise-generating activities (at-work). Once during test operation (in-use). 

 

- Odor 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 

Content of complains from residents and 

its handling 

 

 

 

3. Social Environment 

- Living / Livelihood 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 

Content of complains from residents and 

its handling 

 

 

- Resettlement 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period 

Confirmation of monitoring items on 

resettlement and measures in case of 

problems 

(Process of resettlement, Arrangement of 
relocated place, Condition of 

household/property)  

 

Condition of livelihood and handling of 
complains 
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Monitoring Form (Operation Phase) 

 

1. Response/Action to Comments and Guidance from Persons Resettled and Authorities 

 

Monitoring Item Monitoring Results during Report Period Frequency 

No. and contents of 

formal comments made 

by persons resettled 

 

No. and contents of 

responses from 

authorities 

 

Upon 

receipt of 

comments/ 

complaints 

 

2. Natural Environment 

 

- Water Quality 

Monitoring Item 
Monitoring Results 

during Report Period 
Measures to be Taken Frequency 

pH, DO, SS, BOD, 

Oil, E.coli(TCB), 

Observation of 
surface water 

  

Semiannually 

(2 years after 
the service) 

Reference standards: 5-9(pH), >2mg/l(DO), <4mg/l(BOD), <20,000MPN/100ml(TCB) employing Thai standards. 

 

- Noise & Vibration 

Monitoring Item 
Monitoring Results 

during Report Period 
Measures to be Taken Frequency 

Leq, Lmax 

Vibration level   

Once 

(During test 
operation) 
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水門設備検討書 





ハントラ水門、クラマン水門

水門設備検討書
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1 設計方針

(1) 基本方針

カマオ水路は、通常、バサック川東側の低地部（アユタヤ県、ロジャナ工業団地の北側の地域）

の雨水をバサック川に導く『排水路』としての機能を有している。2011 年の洪水時、バサック

川からカマオ水路への洪水流の逆流を防ぐため既設カマオ水門を閉じた。しかしながら、既設水

門のゲート高さが十分でなく、ゲート天端を越流するなど水門自体が危険な状況となったため、

ゲートを開けざるを得なくなった。このため、洪水流はカマオ水路を逆流、堤防を越流し水路南

側に位置する多くの工業集積地を含む地域の浸水被害の直接の原因となった。

主管官庁である農業組合省 王室灌漑局(RID)は、既設カマオ水門のゲート本体を 1m 程度継ぎ

足すことを計画している。ただし、この対応は 2012 年洪水期までに実施する緊急対応であり、

今後、恒久的対策を実施することが必須の状況である。

本無償資金協力は、2011 年の洪水により大きな被害を受けた箇所を復旧する防災・災害復興

支援として位置づけられ、洪水期のバサック川からカマオ水路への洪水流入防止のため、カマオ

水路への連絡水路入り口付近（バサック川からの分岐点付近）に 2 基の水門を建設する。また、

水門設置箇所上下流の護岸整備を実施する。現地調査および相手側実施期間との協議結果を踏ま

えて、以下の実施方針に基づき計画する。

1) 水門機械関係

① カーテンウォール方式（四方水密）は、全面を扉体とする方式（三方水密）に比べ、流

下能力上必要のない部分をカーテンウォールとすることにより、ゲートの高さを抑える

ことができ、門柱高さを低くすることが可能であり、これにより、工事費を大きく低減

することができる。

② 水門の形式については、タイ国で多く採用されている鋼製ローラゲートを選定する。ア

ユタヤ地区およびバンコク市内でローラゲート以外の水門は見受けられず、将来的な維

持管理を考慮するとローラゲートが最も望ましい形式となる。

③ 開閉装置の形式については、信頼性が高く維持管理性に優れるワイヤロープウインチ式

を選定する。また、ワイヤロープウインチ式の適用範囲から 1M2D（1 モータ 2 ドラム）

が最も経済性の高い形式となることから 1M2D を選定する。なお、現地調査からタイ

国で採用されている水門のほとんどが径間 6.0m程度であることから 1M2Dとなってい

る。（アユタヤ地区およびバンコク市内の水門を 20 ヶ所以上視察したが、1M2D および

スピンドル式以外の形式は見受けられなかった。）

④ タイ国では、ゲート設備への定期的な維持管理（塗装および給油）がまったくなされて

いない状況を考慮し、LCC（ライフサイクルコスト）の検討を行い、扉体へのステンレ

ス鋼の採用およびステンレスワイヤロープの採用等のメンテナンスフリーとなる設備

の導入を行い、コスト縮減を図る。

⑤ 本施設の設置目的は洪水防御であるため、常時開とし機側からの電動操作および扉体の

自重降下で扉体を全閉させる。洪水が去った後、電動操作で全開させるが予備動力は設

置せず、万が一、電動機が故障した場合には予備電動機を設置せず手動切替装置により
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人力操作を行う。なお、タイ国内のワイヤロープウインチ式開閉装置(1M2D)の予備動

力はすべて人力操作である。

⑥ 洪水の場合は、しばしば商用電源を喪失することが懸念され、予備発電機（可搬式）を

1 台設置する。

⑦ 本施設の上下流側に多段式の鋼製角落しゲートを設置する。なお、吊り込み方式は門柱

にリフティングビームを設置し横行式手動チェーンブロックによる簡易なモノレール

ホイスト方式とする。角落しの天端高さについては、上下流共、水路の N.S.L.である

E.L.+2.000m とし余裕高は設けない。なお、角落しゲート 1 枚の扉高は 1.0m とする。

⑧ 水門の水圧方向は洪水防御であることから基本的にパサック川側（下流側）であるが、

水路側（上流側）の水位調節をおこなうことも考えられることから上下流から水圧を受

ける水密構造とする。なお、現地調査結果から、水密ゴムの形状は P 型ゴムが多く採用

されており、将来の維持管理性を考慮して P 型ゴムを選定する。

⑨ 現地調査結果から、タイ国の開閉装置については非常にシンプルな機器構成となってお

り、日本国内のゲート設計基準に規定されている安全装置、保護装置機能が不足してい

る。したがって、将来的な操作の信頼性および安全性を確保するため機材は日本のゲー

トメーカーから調達する。

⑩ 機材は陸上輸送が可能である。扉体は輸送車両の制約から 3 分割構造とし、現地で 25
～50ton 程度のクレーンを使用し据付ける。河床はドライ施工とし重機を設置し最少作

業半径で施工を実施する。なお、タイ国では、日本製の重機が多く出回っており 25～
50ton のクローラクレーンおよびラフテレーンクレーンの現地調達は問題ない。
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2) 水門電気関係

水門設備の電源は、電力会社より 3φ4W380-220V で受電し、必要な分岐回路を設けて、供

給する。なお、停電時の水門操作に必要な非常用電源を設置するものとし、電源供給設備の設

計方針は以下のとおりとする。

① 各水門とも複数門の扉体が設置されるが、同時稼働は行わず 1 門ずつ操作する。

② 非常用電源として発電機は設置するが、停電時の自動は行わず、機側操作盤で手動操作

とする。

③ 巻き上げ機の始動方式は、直入れ方式とする。

④ 操作台には屋根設置され、メンテナンス用として照明灯を取り付ける。

⑤ 水位計を上下流側に設置し、データロガー等でデータを蓄積する方針である。なお、デ

ータの収集は月 1 回程度、現地で実施（収集）する。
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2 基本計画（施設設計/機材計画）

2.1 基本条件の検討

2.1.1 設計条件

カマン水門およびハントラ水門は、洪水から背後地を守るための洪水防御水門として、設置され

るものである。設計条件を以下に示す。

(1) 水位条件

1) 設計洪水位（H.W.L） E.L. +6.000m

2) 水路側最高水位（H.W.L） E.L. +3.500m

3) 水路側低水位（L.W.L） E.L. +1.000m

4) 水路側最低水位（L.L.W.L） E.L. +0.500m

5) 本川堤防高さ E.L. +6.500m

6) 水門敷高（クラマン水門） E. L. -0.500m

7) 水門敷高（ハントラ水門） E. L. -2.500m

バサック川側（下流側）

堤防高さ E.L. +6.500m

水路側（上流側）

設計洪水位（H.W.L.） E.L. +6.000m

最高水位(H.W.L) E.L. +3.500m

低水位(L.W.L) E.L. +1.000m

最低水位(L.L.W.L) E.L. +0.500m

水門敷高（カマン水門） E.L. -0.500m
水門敷高（ハントラ水門） E.L. -2.500m

図 2-1 水位条件
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(2) 設計水位

設計水位は、扉体の強度計算を行う水位であり、ゲートが閉状態で最も不利な条件により設定

されるケースが多い。

水門の設計水位は一般的に「ダム・堰施設技術基準（案） P60」（下記参照）により決定され

る。本水門の場合には、「自己流堤による支川処理方式で処置される水門」に該当する。

表 2-1 設計水位条件

水門設計の水位条件
施設の種類・区分

外 水 位 内 水 位

地震による波浪を

考慮した水位

セミバック堤による支川処

理方式で処置される水門

本川の H.W.L.
（高潮区間においては計画高潮位）

ゲート敷高または

支川の L.W.L.

自己流堤による支川処理方

式で処置される水門

本川の H.W.L.
（高潮区間においては計画高潮位）

ゲート敷高または

支川の L.W.L.

分流点等に設置される水門 本川の H.W.L.
（高潮区間においては計画高潮位）

ゲート敷高

水

門
高規格堤防区間に設置され

る水門

高規格堤防設計水位 ゲート敷高または

支川の L.W.L.

自己流堤による支川処理法

式で設置される樋門

本川の H.W.L.
（高潮区間においては計画高潮位）

ゲート敷高または

支川の L.W.L.

排水機場の樋門

（強制排水専用）

本川の H.W.L.
（高潮区間においては計画高潮位）

ゲート敷高

排水機場の樋門

（自然排水兼用）

本川の H.W.L.
（高潮区間においては計画高潮位）

ゲート敷高または

支川の L.W.L.

樋

門高規格堤防区間に設置され

る樋門

高規格堤防設計水位 ゲート敷高または

支川の L.W.L.

本川の水位につい

ては、洪水時以外の

常時の管理水位あ

るいは平水位に地

震による波浪高さ

を加算した水位。

支川の水位につい

ては、洪水時以外の

常時の管理水位あ

るいは平水位に地

震による波浪高さ

を減算した水位。

（注）ゲート敷高は一般に計画河床とする場合が多いが、特に支川処理の一手法として水門または樋門を設置する

場合は、将来の本川の河床低下、現在の最深河床等を勘案して計画河床以下に設定することもある。

出典：「ダム・堰施設技術基準(案）同解説」 P60

上表に従い、本設備において、外水位は計画洪水位とする。

内水位は、ゲート敷高とした方が不利な条件であるが、内水側に水位がないといったケースは

考えにくい。そこで、最も不利な条件、すなわち、「ゲートを閉状態にし、その後、外水位は設

計洪水位となり、内水側は最低水位（L.L.W.L）となった場合」で設定する。
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図 2-2 設計水位

外水位＝計画洪水位(H.W.L) E.L. +6.000m
内水位＝最低水位(L.L.W.L) E.L. +0.500m

(3) 操作水位

操作水位は、開閉装置の計算を行う水位であり、ゲートを操作する上で最も不利な条件により

設定されるケースが多い。

水門の操作水位は一般的に「ダム・堰施設技術基準（案） P160」 （下記参照）により決定さ

れる。

表 2-2 操作水位条件

開時 閉時水位条件

施設の種類・区分 外水位 内水位 外水位 内水位

セミバック堤によ

る支川処理方式で

処置される水門

本川のＨＷＬ

－1.0ｍ
本川のＨＷＬ 本川のＨＷＬ 本川のＨＷＬ

－1.0ｍ

自己流堤による支

川処理方式で処置

される水門

支川の堤防高

―1.0ｍ
支川の堤防高 本川の堤防高 支川の堤防高水

門

分流点等に設置さ

れる水門

水門の操作方法によって異なるが、安全サイドで設計する。

自己流堤による支

川処理方式で処置

される樋門

支川と堤防高

－1.0ｍ
支川の堤防高 本川の堤防高 支川の堤防高

排水機場の樋門（強

制排水専用）

本川のＨＷＬ ゲート敷高 本川のＨＷＬ 本川のＨＷＬ

－1.0ｍ

樋
門

排水機場の樋門（自

然排水兼用）

支川の堤防高

－1.0ｍ
支川の堤防高 本川の堤防高 支川の堤防高

出典 ： 「ダム・堰施設技術基準 （案） 同解説」 P160

設 計 洪 水 位

E.L.+6.000m

L.L.W.L E.L.+0.500m

敷高 E.L.
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以下に本水門の操作条件を検討し、最も不利な条件を検討し、操作水位を決定するものとする。

1) 開時操作水位

以下に示す開操作条件が厳しい場合を開時操作水位とする。

外水位＝水路側最高水位 －1.0m ； E.L.+2.500m
内水位＝水路側最高水位 E.L.+3.500m

ゲートを閉鎖させた場合、内外水位が共に上昇する。その後、外水＜内水になりゲートを開

操作する場合の最も不利な条件としては下図となる。

図 2-3 開操作水位

2) 閉時操作水位

想定閉操作時の２ケースで、操作遅れに対する閉操作の確実性を確保するため、 Case 2 と

する。

外水位＝本川堤防高 E.L．+6.500m
内水位＝最高水位 E.L．+3.500m

【Case 1】： 通常操作

洪水時、水門閉鎖水位で閉操作する。（内外水位バランス）

図 2-4 閉操作水位 （Case 1）

E.L.+2.500m
（最高水位 – 1.0m）

水路最高水位 E.L.+3.500m

敷高 E.L.

水門閉鎖水位 E.L.+

敷高 E.L.

水門閉鎖水位 E.L.+
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【Case 2】： 操作遅れ

洪水時、ゲートの操作遅れで、閉操作しなくてはならなくなった場合の水位とする。

図 2-5 閉操作水位 （Case 2）

(4) その他の設計条件

1) 敷高 クラマン水門 E.L. -0.500m、ハントラ水門 E.L. -2.500m

敷高は水門設置地点の測量結果から計画河床高に合致さ

せた。

2) カーテンウォール下端高 E.L. +4.500m

門柱の高さを低く抑えるために水路側最高水位

E.L.+3.500m に余裕高 1.000m を見込み、E.L. +4.500m
とした。

3) 地震による波浪高さ 外水側 ：0.127 m（クラマン水門）

：0.145 m（ハントラ水門）

地震による波浪高は「ダム堰施設技術基準 p52」の佐藤

清一により算出した。

he ＝
Kh・τ

2π g・H

ここに、 he ：全波高（m）

Kh ：設計水平震度（0.1 タイ国文献より）

τ ：地震周期（1.0S）
H ：設計水位から床板敷高までの深さ

（クラマン水門 6.5m）

（ハントラ水門 8.5m）

4) 水質条件 内水側 ：9.8 kN/m3 （淡水）

外水側 ：9.8 kN/m3 （淡水）

本川堤防高 E.L.+6.500m

最高水位 E.L. +3.500m

敷高 E.L.
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2.1.2 設計荷重

設計荷重は「ダム・堰施設技術基準 （案） 同解説 P50」により、原則として考慮する荷重

（静水圧、自重、開閉力、地震時動水圧、地震時慣性力）の他、その他必要に応じて考慮する荷重

として波圧および風荷重を考慮するものとする。

表 2-3 水門扉の設計荷重

原則として考慮する荷重 その他必要に応じて考慮する荷重

静水圧、自重、開閉力

地震時動水圧

地震時慣性力

泥圧、波圧、浮力、風荷重

雪荷重、温度荷重、氷圧

水撃圧、その他の荷重

出典 ： 「ダム・堰施設技術基準 （案） 同解説」 P50

以下に「その他必要に応じて考慮する荷重」について、本設備の設計荷重として考慮するのか検

討を行う。

(1) 泥圧

本設備は常時開状態にあり、堆砂高及び泥圧による設計荷重は考慮しないものとする。

(2) 風荷重

「ダム・堰施設技術基準 （案） 同解説」によれば鉛直投影面積に対して 3.0kN/m2 と記され

ており、本ゲートにおいても 3.0kN/m2とする。

(3) 雪荷重、氷圧、水撃圧

設置環境条件から判断して考慮しないものとする。

(4) 温度荷重

サイドローラに適正な隙間を設けるなど、温度荷重が作用しない構造とするため考慮しない。

(5) 波圧

クラマン水門およびハントラ水門は、チャオプラヤ川上流域にあり、河道形状等より静穏域に

あることから、構造設計において波圧は考慮しない。
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2.1.3 基本諸元

【クラマン水門】

(1) 門数 3 門

(2) 形式 ステンレス製ローラゲート（カーテンウォールタイプ）

(3) 純径間 6.0 m

(4) 扉高 5.1 m （5.0+水密幅 0.1m）

(5) 敷高 E.L. -0.500 m

(6) 開閉方式 ワイヤロープウインチ式

(7) 開閉速度 常時：0.3 m/min.

急降下時：1.5 m/min.

(8) 揚程 常時：5.0 m、非常時：6.5m

(9) 余裕厚 淡水側接水面 0.0mm

（ダム・堰施設技術基準に準拠）

(10) 操作方式 機側操作

(11) 水密方式 後面四方ゴム水密（外水側水密）

(12) 電源 動力用電源： 3 相 4 線 380V 50Hz

+6.500m

-0.500m

＋4.500m
＋4.600m▽

▽

▽

1
0
0

扉
高

5
,1
0
0

▽
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【ハントラ水門】

(1) 門数 3 門

(2) 形式 ステンレス製ローラゲート（カーテンウォールタイプ）

(3) 純径間 6.0 m

(4) 扉高 7.1 m （7.0m+水密幅 0.1m）

(5) 敷高 E.L. -2.500 m

(6) 開閉方式 ワイヤロープウインチ式

(7) 開閉速度 常時：0.3 m/min.

急降下時：1.5 m/min.

(8) 揚程 常時：7.0 m、非常時：8.5m

(9) 余裕厚 淡水側接水面 0.0mm

（ダム・堰施設技術基準に準拠）

(10) 操作方式 機側操作

(11) 水密方式 後面四方ゴム水密（外水側水密）

(12) 電源 動力用電源： 3 相 4 線 380V 50Hz

+6.500m

－2.500m

＋4.600m
＋4.500m

▽
▽

▽

1
0
0

扉
高

7
,1
0
0

▽
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2.1.4 水門扉形式の検討

(1) 水門扉形式

水門や樋門の設置目的やその用途などから必要とする機能に対して、使用可能な門扉の｢標準

形式｣の目安を表 2-4 及び表 2-5 に示す。

表 2-4 水門・樋門等の門扉の形式

設 置 目 的
設備の形式

(標準)
水門扉の用途 水門扉の形式（標準）

分流 制水 制水 ローラ、起伏、ﾋﾝｼﾞ式（バイザ、マイタ）、フローティング
水門

逆流防止 舟通し用閘門 制水、舟通し ローラ、ヒンジ式（マイタ、スイング、セクタ、バイザ）

排水 排水 制水 ローラ、スライド、ヒンジ式（マイタ、上端ヒンジフラップ）

逆流防止 取水 制水、取水 ローラ、スライド樋門

用水 舟通し用閘門 制水、舟通し ローラ、ヒンジ式（マイタ、スイング、セクタ、バイザ）

防潮 制水 制水 ローラ、シェル構造ローラ、起伏、ヒンジ式（マイタ、スイング、セクタ）
防潮水門

津波防止 舟通し用閘門 制水、舟通し ローラ、ヒンジ式（マイタ、スイング、セクタ、バイザ）

水

門

等

遊水池

調節池
洪水調節用 制水、流量調節 ローラ、起伏、２段式ローラ

修理用ゲート 修理用 ゲート補修時の水位維持 フローティング式、支柱支持式、橋梁支持式、角落し式、楯式

出典：「ダム・堰施設技術基準(案)」（設備計画マニュアル編）4-1
【解説】表 3.1-1(P.277)

出典：「ダム・堰施設技術基準（案）」（設備計画マニュアル編）4-3 ゲートの選定
【解説】1.2.(P.279)

表 2-5 水門扉の種類と設置場所および使用目的

取水堰・河口堰設置場所

使用目的

水門扉の種類

洪水

吐き

ゲート

土砂

吐き

ゲート

流量

調節

ゲート

取水口

沈砂池

導入路

ゲート

魚道

水門

樋門

伏せ越し

開門 防潮 修理用

ロ ー ラ ゲ ー ト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

シェル構造ローラゲート ○ ○ ○ ○ ○

ス ラ イ ド ゲ ー ト ○ ○ ○

起 伏 ゲ ー ト ○ ○ ○ ○ ○

フ ラ ッ プ ゲ ー ト ○ ○

マ イ タ ゲ ー ト ○ ○ ○

セ ク タ ゲ ー ト ○

バ イ ザ ゲ ー ト ○

ロ ー リ ン グ ゲ ー ト ○ ○

角 落 と し ○

横 引 ゲ ー ト ○

フローティングゲート ○

ス イ ン グ ゲ ー ト ○ ○ ○

楯 式 ゲ ー ト ○

ライジングセクタゲート ○ ○ ○ ○ ○ ○

（ダム・堰施設技術基準（案）P306 より）
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(2) 水門扉比較案の抽出

表 2-4 及び表 2-5 から、洪水防御水門に適応可能な形式は以下のとおりである。

・ ローラゲート

・ シェル構造ローラゲート

・ 起伏ゲート

・ フラップゲート

・ マイタゲート

・ バイザゲート

・ 横引ゲート

・ スイングゲート

・ ライジングセクタゲート

上記の水門形式のうち、起伏ゲートおよびバイザゲートは今回のゲート規模に適さないこと、

フラップゲートについては、本ゲートは流量調節をする場合も考えられることから適さないこと、

横引ゲートについては、土木躯体が大規模になることから比較対象外とした。

表 2-6 に比較検討結果を示す。
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表 2-6 ゲート形式の選定

比 較 表 第１案 第２案 第３案 第４案

ゲ ー ト 形 式 ローラゲート スイングゲート マイタゲート ライジングセクターゲート

概 略 図

概 要

・扉体両側にローラが取付けられており、戸溝内のロー

ラレールに沿って上下する構造である。

・ゲート全開時、扉体は水面上に上がっている。

・河床に戸溝や落差は不要である。

・最も一般的なゲート形式であり、広範囲に使用されて

いる。

・扉体側部のヒンジを中心として、水平方向に回転する構

造である。

・ゲート全開時、扉体は側壁の戸袋内に格納されるが、河

床には止水用の段差が必要である。

・閘門等に使用されることが多い。

・スイングゲートを水路の両岸に設置し、全閉時は水路

中央で左右の扉体が合掌し止水を行う構造である。

・ゲート全開時、扉体は側壁の戸袋内に格納されるが、

河床には止水用の段差が必要である。

・閘門等に使用されることが多い。

・扉体は端部の円盤を介して中心軸と連結されており、こ

の軸を回転することによって扉体を回転昇降させる構造

である。

・ゲート全開時、扉体は河床の掘り込みに入っている。

使用実績は少ないが、比較的長径間の防潮用水門として採

用される場合がある。

維 持 管 理

・扉体は常時、水面上（空中）に位置しており、ま

た水中には作動部がないので維持管理は容易であ

る。
○

・扉体は常に水中に没しており、維持管理は困難で

ある。しかしながら、接水部をＳＵＳ製とすること

により腐食に対しての対応は可能である。

・開閉装置は水上に配置が可能である。

・下部支承部は、常時没水しており、維持管理が極

めて困難であり、維持管理性に劣る。

×

・扉体は常に水中に没しており、維持管理は困難で

ある。接水部をＳＵＳ製とすることにより腐食に

対しての対応は可能である。

・開閉装置は水面上に配置が可能である。

・下部支承部は、常時没水しており、維持管理が極

めて困難であり、維持管理性に劣る。

×

・両側円盤は常時没水しており、維持管理がやや困

難である。

・両側円盤と門柱の隙間に堆砂浸入、異物噛込み等

を生じて動作障害が発生する恐れがある。
×

洪水防御ゲートとして

の 信 頼 性

・非常時には自重での締め切りが可能である。

・停電時、電動機の故障時でも手動でブレーキを開

放することにより、閉操作は確実に可能である。

・河床に戸溝や落差が不要であるため、堆砂が発生

しにくく、開閉操作の信頼性が高い。

・波浪による揚圧力などの作用は無く、扉体の安定

性が高い

○

・下部止水用の段差に堆砂があると、ゲートの閉操

作(旋回)が出来なくなる可能性がある。

・水圧方向がゲートの閉操作方向となるため、防潮

時閉操作の信頼性は高い。

・波浪や逆水圧作用時には水圧により開動作する可

能性があり、ロック機構が必要となる。

×

・下部止水用の段差に堆砂があると、ゲートの閉操

作(旋回)が出来ない。

・水圧方向がゲートの閉操作方向となるため、防潮

時閉操作の信頼性は高が、逆水圧作用時には水圧

により開動作する。ロック機構が必要となる。

・両側壁支承による片持ち門扉であり、波浪に対し

ては比較的安定するが、引き波に対して弱い。ロ

ック機構が必要。

×

・扉体は河床より引き上げられるので、多少の堆砂

では信頼性に影響はない。

・波浪に対しては、安定している。

○

実 績 ・最も多い。 ○ ・タイ国内ではあまり見られない。 △ ・タイ国内ではあまり見られない。 △ ・タイ国内では見られない。 △

経 済 性 比 較 １．０ ○ ０．９ ○ ０．９ ○ １．３ ×

○ × × ×

評 価

・洪水防御ゲートとして多く採用されており、自重降下

が可能という面からも操作の信頼性が最も高い。

・維持管理が容易である。

・経済性に優れる。

・タイ国内での実績が非常に多い。

・維持管理が困難である。 ・同左 ・今回のゲート規模への対応は可能であるが、端板が大き

くなり経済性で不利。

・維持管理が困難である。
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以上の比較検討結果より、最も信頼性、維持管理性および経済性に優れるローラゲートを選定し

た。
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2.2 詳細事項の検討

2.2.1 扉体

(1) 扉体構造形式

ローラゲートの代表的な扉体構造としては、プレートガーダ構造とシェル構造がある。プレー

トガーダ構造とシェル構造の適用径間や扉高の区分は一義的には定まらず、個々の条件に基づき

検討の上決定するが、実績的には図 2-6 のように区分される。

（ダム・堰施設技術基準（案） 図 2.1.2-7 より）

図 2-6 ゲート寸法・構造関係図

扉 高 H ： 5.1 （m）クラマン水門

： 7.1 （m）ハントラ水門

純径間 L ： 6.0 （m）カマン水門およびハントラ水門

クラマン水門：H／L ＝
5.1
6.0 ＝

1
1.18

ハントラ水門：H／L ＝
7.1
6.0 ＝

1
0.85

シェル構造は、一般的に径間が 10m～20m 程度以上で、径間（L）に対する扉高（H）の比（H
／L）が 1/5～1/6 程度以下の場合には扉体をシェル構造とすることが多い。

本水門では、径間と径間比の関係から、最も一般的な構造形式であるプレートガーダ構造を選

定した。
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(2) 主ローラ形式

1) ローラ支持形式

本ゲートに最適な主ローラ形式（ローラ支持形式、軸受形式）を選定する。ローラゲートに

採用されるローラ支持形式は、主ローラ取付方法の違いにより、以下に示すとおり、片持式、

両持式、サドル式、ロッカービーム式に分類される。

片持式

ゲート形式 ローラゲート 両持式

サドル式

ロッカービーム式

図 2-7 ローラ支持形式

上記 4 案の内、サドル式およびロッカービーム式については大型の河川ゲートに主に採用さ

れる形式であり、本水門規模のゲートとしては片持式、両持式の 2 案が採用可能と考えられる。

片持式および両持式の比較表を、以下に示す。

表 2-7 主ローラの取付方法

取 付 形 式 略 図 特 徴

片 持 式

①構造が単純である。

②両持式に比べ取付け取外しが容易である。

③サドル式・両持式に比べローラ軸が大きくな

る為ローラ抵抗が大きくなる。

両 持 式

①ローラ軸は両端支持となり、軸径が小さくな

る。

②軸や軸受メタルの点検・交換が困難である。

③主ローラがフロントローラを兼用できない

場合、別途フロントローラ（またはシュー）

が必要である。

④桁内面は再塗装が困難である。

片持式は両持式に比べメンテナンス性に優れている。軸径が大きくなる分ローラ抵抗が若干

大きくなるが、抵抗力が最も大きくなる流水遮断時においても十分な締切力を有していること

を確認している。

したがって、メンテナンス性に優れている片持式を採用する。
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2) 軸受形式

主ローラ形式は、構造が単純で経済性、メンテナンス性に優れるすべり軸受の採用が望まし

い。

本ゲートでは、洪水時、ゲートの操作遅れで、閉操作しなくてはならなくなった場合の締切

力を検討した結果、すべり軸受で締切力を確保できるため、すべり軸受を採用した。

(3) 水密ゴム形状

水密ゴムの形状については、P 形、L 形、平形（板ゴム）等があり、適切なものを選定する。

一般的に、四方水密の樋門ゲートでは、側部および上部に P 形ゴムが使用されている。また、ア

ユタヤおよびバンコク市内の水門には P 形ゴムが多く使用されている。

従って、本水門の水密ゴム形式は、以下の通りとする。

・ 上部及び側部水密ゴム ：P 形ゴム

・ 底部水密ゴム ：平形ゴム（板ゴム）

(4) 扉体分割の検討

扉体寸法は、W6.0m×H5.1～7.1m であり輸送制限（3.5m）を超えることから分割して現地搬

入および吊込みを行う。

扉体分割は、3 分割とする。
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2.2.2 使用部材の検討

(1) 検討の方針

扉体の材質については、溶接構造用圧延鋼材（SM400）が一般的な材料となるが、最近はライ

フサイクルコストを考慮し、耐食性の高いステンレス鋼が使われることもある。よって、以下に

普通鋼（塗装）とステンレス鋼（SUS304）のライフサイクルコスト比較検討を実施する。

(2) 比較条件

1) イニシャルコスト

各材質におけるイニシャルコストは、それぞれの場合の重量と塗装面積より以下のとおり仮

定した。

表 2-8 概略重量と塗装面積（クラマン水門）

比較案
概略重量

（ton）
塗装面積

(m2) 塗装仕様

普通鋼（SM400+塗装） 13.9 190.0 ポリウレタン樹脂系

ステンレス鋼（SUS304） 13.9 190.0 酸洗い

表 2-9 概略重量と塗装面積（ハントラ水門）

比較案
概略重量

（ton）
塗装面積

(m2) 塗装仕様

普通鋼（SM400+塗装） 20.6 265.6 ポリウレタン樹脂系

ステンレス鋼（SUS304） 20.6 265.6 酸洗い

表 2-10 概略製作費（クラマン水門）

比較案 材料費（千円） 加工費（千円） 初期塗装費（千円） 合計（千円）

普通鋼

(SM400+塗装)
2,016

(145 千円／ton)

9,730
(700千円／ton)

1,140（塗装費）

(6 千円／m2)

12,886

ステンレス鋼

（SUS304）
4,309

(310 千円／ton)

12,510
(900千円／ton)

760（酸洗い）

(4 千円／m2)

17,579

表 2-11 概略製作費（ハントラ水門）

比較案 材料費（千円） 加工費（千円） 初期塗装費（千円） 合計（千円）

普通鋼

(SM400+塗装)
2,987

(145 千円／ton)

14,420
(700千円／ton)

1,594（塗装費）

(6 千円／m2)

19,001

ステンレス鋼

（SUS304）
6,386

(310 千円／ton)

18,540
(900千円／ton)

1,062（酸洗い）

(4 千円／m2)

25,988
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2) ランニングコスト

各材質におけるランニングコストとして、塗替塗装費を以下のとおり見積もるものとする。

表 2-12 塗替塗装費（クラマン水門）

比較案 塗装面積（m2） 塗装費用（千円）

普通鋼（SM400+塗装） 190.0 2,850
(15 千円／m2)

ステンレス鋼（SUS304） ― ― 

表 2-13 塗替塗装費（ハントラ水門）

比較案 塗装面積（m2） 塗装費用（千円）

普通鋼（SM400+塗装） 265.6 3,984
(15 千円／m2)

ステンレス鋼（SUS304） ― ― 

(3) ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の検討

ライフサイクルコスト（LCC）は以下の条件により算出した。

塗装塗替周期 ： 10 年（河川用ゲート設備点検・整備・更新検討マニュアル（案））

耐用年数 ： 57 年（原価償却資産の耐用年数）

物価上昇率 ： 0％
利子率 ： 4.5％（河川砂防技術基準（案）の河川経済調査での利子率を採用）

算出式 ： 現在価値法にて算出（以下のとおり）

             
   

   




k

mn

k

mn

k

mn
n

n

000
i1

C10R
InG0RnCInGnRILCC

ここに、

I0 ： イニシャルコスト

R(0) ： 塗替塗装費

R(n)＝C(n)×R(0) ： n 年目の塗装塗替費

C(n)＝(1+C)n ： n 年目の物価上昇率

G(n)＝1/(1+i)n ： 建設時点への費用換算係数（i は利子率）
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表 2-14 「塗替塗装費」の現在価値（PV）への換算係数

年数 物価式 物価係数 PV 式 PV 係数

0 C0=(1+C)0 1.00 G(0)=1/(1+i)0 1.000
10 C10=(1+C)10 1.00 G(10)=1/(1+i)10 0.644
20 C20=(1+C)20 1.00 G(20)=1/(1+i)20 0.415
30 C30=(1+C)30 1.00 G(30)=1/(1+i)30 0.267
40 C40=(1+C)40 1.00 G(40)=1/(1+i)40 0.172
50 C50=(1+C)50 1.00 G(50)=1/(1+i)50 0.111

表 2-15 クラマン水門のライフサイクルコスト（千円／基）

年数
SM400

(SM400+塗装) SUS304

0 年目 12,886 17,579

10 年目 14,721 17,579

20 年目 15,904 17,579

30 年目 16,665 17,579

40 年目 17,155 17,579

50 年目 17,471 17,579

比較 (1.000) (1.006)

12,886
14,721

15,904
16,665 17,155 17,471

17,579 17,579 17,579 17,579 17,579 17,579

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0年 10年 20年 30年 40年 50年

SM400 SUS304

年 数 （年）

費
用

（
千
円

）

表 2-16 ハントラ水門のライフサイクルコスト（千円／基）

年数
SM400

(SM400+塗装) SUS304

0 年目 19,001 25,988

10 年目 21,567 25,988

20 年目 23,220 25,988

30 年目 24,284 25,988

40 年目 24,969 25,988

50 年目 25,411 25,988

比較 (1.000) (1.023)

19,001
21,567

23,220
24,284

24,969 25,411

25,988 25,988 25,988 25,988 25,988 25,988

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0年 10年 20年 30年 40年 50年

SM400 SUS304

年 数 （年）

費
用

（
千
円

）
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扉体の材質については、上記のライフサイクルコスト LCC の検討結果より、50 年経過時点で、

普通鋼とステンレス鋼の費用がほとんど変わらないことから、ステンレス鋼を選定し扉体のメン

テナンスフリー化を図る。

(4) 戸当りの材質

戸当りに使用する材料は常時没水する部材のため、ステンレス鋼を用いることとする。ステン

レス鋼のうち、以下の材種について比較検討を行う。

1) JIS G 4304 SUS304 オーステナイト系 (18Cr-8Ni)

2) JIS G 4304 SUS316L オーステナイト系 (18Cr-12Ni -2.5Mo-低 C)

3) JIS G 4304 SUS430 フェライト系 (18Cr)

4) JIS G 4304 SUS410 マルテンサイト系 (13Cr)

5) JIS G 4304 SUS329J4L オーステナイト・フェライト系

(25Cr-6Ni-3Mo-0.2N-低 C)

比較検討の結果を表 2-17 に示す。本水門は淡水域に設置されるため、没水する主要な部材

には安価で溶接性に優れる SUS304 を使用するものとする。
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表 2-17 ステンレス鋼の比較検討結果

性質

金属組織

特性

オーステナイト系

(18Cr-8Ni)

SUS304

オーステナイト系

(18Cr-12Ni-2.5Mo-低 C)

SUS316L

フェライト系

(18Cr)

SUS430

マルテンサイト系

(13Cr)

SUS410

オーステナイト・フェライト系

(25Cr-6Ni-3Mo-0.2N-低 C)

SUS329J4L

磁性 な し な し あ り あ り あ り

熱膨張 普通鋼の約 1.5 倍 普通鋼の約 1.5 倍 普通鋼とほぼ同じ 普通鋼とほぼ同じ 普通鋼の約 1.2 倍

熱伝導 普通鋼の約 4 分の 1 普通鋼の約 4 分の 1 普通鋼の約 2 分の 1 普通鋼の約 3 分の 1 普通鋼の約 5 分の 1物理的性質

衝撃と伸び
きわめて良好

成形性に富む

きわめて良好

成形性に富む

オーステナイト系に比べて劣る オ―ステナイト系に比べて劣る 常温ではオーステナイトと同程度で

良好

耐力 205 N／mm2以上 205 N／mm2以上 205 N／mm2以上 205 N／mm2以上 450 N／mm2以上

引張強さ 520 N／mm2以上 520 N／mm2以上 450 N／mm2以上 440 N／mm2以上 620 Ｎ／N／mm2以上

伸び 40 ％以上 40 ％以上 22 ％以上 20 ％以上 18 ％以上

耐低温性 -200℃まで靭性が低下しない -200℃まで靭性が低下しない -10℃以下ではもろい -15℃以下ではもろい -10℃以下で急激に低下する

方向性
方向性はほとんどない 方向性はほとんどない あり

圧延の目に直角に曲げるようにする

あり あまり差はない

焼入れ硬化性

焼入れ硬化性なし 焼入れ硬化性なし 焼入れ硬化性なし 焼入れ硬化性あり

炭素含有量の多いものは冷却後に割

れやすく、焼戻し処理が必要

焼入れ硬化性なし機械的性質

加工硬化性

加工硬化性大

気温の変動によって加工変動性の変

化大

ニッケル含有量の多い鋼種は加工硬

化が少ない

加工硬化性大

気温の変動による加工変動性の変化

はない

ニッケル含有量の多い鋼種は加工硬

化が少ない

普通鋼と同程度の加工硬化性

冷間加工で多少の変化が認められる

普通鋼と同じ傾向の加工硬化性を示

す

素材の段階で硬く、オーステナイト系

に比較して伸びが低く冷間加工で硬

化を受ける

溶接性 溶接性

溶接性は最も良好

550～850℃の温度範囲に長時間加

熱すると耐食性が劣化する

溶接性は最も良好

550～850℃の温度範囲に長時間加熱

すると耐食性が劣化する

溶接性はやや劣る

高温に加熱すると、熱影響部の結晶粒

が粗大化して脆化する

溶接性はよくない

予熱、後熱処理をしないと溶接割れを

生じる

オーステナイト系に比べやや劣る

耐食性

耐候性

優れた特性を有している 優れた特性を有している

SUS316LはSUS304より耐孔食性に

優れている

内装用としてはさびの心配はないが

屋外の使用には問題がある

オーステナイト系に比べて劣る Mo、N が添加され、優れた特性を有

している

耐大気腐食性 優れた特性を有している 優れた特性を有している オーステナイト系に比べて劣る フェライト系に比べて劣る 優れた特性を有している

耐淡水腐食性 優れた特性を有している 優れた特性を有している やや劣る やや劣る 優れた特性を有している

耐食性

耐海水腐食性 使用条件により鋼種の選定が必要 やや劣る 優れた特性を有している

経済性 材料費比率 1.0 約 1.8 約 1.0 約 1.0 約 3.0
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2.2.3 開閉装置の検討

(1) 開閉装置の形式

開閉装置の形式は、扉体駆動部への動力伝達形式と扉体駆動部の主たる機器及び扉体との連結

媒体との組合せで分類され、図 2-8 に示す形式に大別される。

図 2-8 水門扉の種類と開閉装置形式

（ダム・堰施設技術基準（案）P147 より）

上記の開閉装置のうち、ゲート規模および形式により、採用可能と考えられる形式は、以下の

とおりである。

① スピンドル式

② ラック式

③ ワイヤロープウィンチ式

④ 油圧シリンダ式

このうち、「油圧シリンダ式」については、構造上、揚程の高い水門扉には不利であり、また

本ゲートに適応させるためには非常に大きな油圧ユニットが必要となることや、タイ国での維持

管理の面などから、ワイヤロープウインチ式に比べ技術面、経済面共不利となる。したがって、

比較検討対象から除外した。

機 械 式

ド ラ ム 駆 動 装 置

油圧モータ、ドラム駆動装置

油圧モータ、ラック棒駆動装

ス ピ ン ド ル 駆 動 装 置

ラ ッ ク 棒 駆 動 装 置

油 圧 シ リ ン ダ

油 圧 シ リ ン ダ

油 圧 式

ワイヤロープ

ワイヤロープ

ラ ッ ク 棒

ス ピ ン ド ル

ラ ッ ク 棒

ピストンロット

ワイヤロープ

ワイヤロープウインチ式

油圧モータワイヤロープ式

油 圧 モ ー タ ラ ッ ク 式

ス ピ ン ド ル 式

ラ ッ ク 式

油 圧 シ リ ン ダ 式

油圧シリンダワイヤロープ

（扉体駆動部の主たる機器） （扉体との連結媒体） （開閉装置の形式）（動力伝達形式）
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(2) ワイヤロープウインチ式開閉装置の形式

電動ワイヤロープウインチ式の、電動機とドラムの組み合わせによって、次の 2 形式が考

えられる。

1 モータ 1 ドラムウインチ式（1M-1D） 1 モータ 2 ドラムウインチ式（1M-2D）

図 2-9 開閉装置形式

なお、その他の形式として 2 モータ 2 ドラムウインチ式（2M-2D）もあるが、一般に河川

ゲートにおける長径間ゲートに採用される形式であることから本検討の対象から除外するも

のとする。

開閉装置形式についての比較検討を、表 2-18 に示す。
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表 2-18 開閉装置形式比較

電動ワイヤロープウインチ式開閉装置
比較項目 観点 電動スピンドル式開閉装置 電動ラック式開閉装置

1 モータ 2 ドラムウインチ (1M-2D) 1 モータ 1 ドラムウインチ (1M-1D)

概要図

概要

適用範囲
純径間: 5m 以下

揚程: 6m 以下

純径間: 5m 以下

揚程: 6m 以下
純径間: 5～15m 純径間: 15m～25m

操作性および

維持管理性

容易な操作性お

よび維持管理性

・維持管理は容易である。

・緊急時の自重降下ができない。

・同左

・緊急時の自重降下が可能である。

・同左

・同左

・同左

・同左

経済性 経済性比率 100％ 100％ 125％ 140％

評価

×

・緊急時の自重降下ができない。

・スピンドルの強度的な問題（座屈荷重がも

たない。）から、本施設のような高揚程の

ゲートに対応できない。

×

・ラック棒の強度的な問題（座屈荷重がも

たない。）から、本施設のような高揚程の

ゲートに対応できない。

○

・本施設のような比較的短い純径間のゲー

トに広く採用されている。

・経済性に優れる。

×

・比較的長い純径間のゲートに広く採用され

ている。

・左案に比べ経済性に劣る。

Drum
Torque Shaft

Motor Drum

Wire Rope
Gate Leaf

DrumMotor
Sheave

Gate Leaf
Wire Rope
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タイ国における大形中形河川ゲートへの適用実績のほとんどは「ワイヤロープウインチ式」

である。したがって、本水門の開閉装置は「ワイヤロープウインチ式」とする。

また、ワイヤロープウインチ式の形式は、同一規模の水門に実績が多く、経済性に優れる１

モータ 2 ドラムウインチ式を採用する。

(3) 開閉用予備動力

本ゲートの設置目的は洪水防御であり、緊急時の操作が閉操作でかつ、扉体自重で締切が可

能なことから、ゲートの電動機が故障した場合にも開閉操作を可能とする予備の開閉動力は設

置せず、手動切替装置による人力操作とする。

(4) 急降下閉鎖装置

本施設のように逆流防止を目的として設置される水門では通常よりも速い速度で自重降下

により閉操作を行う必要がある。

本水門では、以下の観点から急降下閉鎖装置を設置する。

1) 水門の機能・信頼性を維持する。

2) 万が一の停電時、水門の閉操作の信頼性を維持する。
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急降下の形式についての比較検討を、表 2-19 に示す。比較検討の結果、遠心ブレーキ式を

採用する。

表 2-19 急降下装置形式

遠心ブレーキ ファンブレーキ 油圧ブレーキ

概要

・扉体自重の降下エネルギ

ーをブレーキシューとラ

イニングとの摩擦により

熱エネルギーとして吸収

する装置。

・扉体自重の降下エネルギ

ーをファンによる風力エ

ネルギーで吸収する。

・扉体自重の降下エネルギ

ーで油圧ポンプを駆動し、

流量制御弁で速度を制御

する。

維持管理性 ○

・構造が単純で、維持管理

が容易。

○

・構造が単純で、維持管理

が容易。

△

・油圧配管系統に空気が混

入すると速度が制御でき

なくなるので、日常の点

検・整備に注意を要する。

＊1
適用性 △

・制動力が比較的小さいた

め、中小形の水門扉でラッ

ク式開閉装置の用いられ

る場合が多い。

○

・制動力が比較的大きく、

中大型の水門扉に採用さ

れる。

○

・制動力が比較的大きく、

中大型の水門扉に採用さ

れる。

・設置スペースがコンパク

ト。

経済性 0.9 1.0 1.0
騒音 小 大 小

○ × △評価

維持管理が容易で、経済性

に優れる。

設置スペースが大きく、操

作室に吸排気ダクトの設

置が必要となる。

また、騒音が大きい。

別置きとして油圧ユニッ

トが必要であるが、レイア

ウト上の制約は少なく、開

閉操作室がコンパクトに

できる。

また、騒音が小さい。

注 1 ：油圧ブレーキに使用される作動油の交換周期は、3～8 年とされている。「ダム

用ゲート開閉装置（油圧式）点検整備要領（案）」（ダム堰施設技術協会）

なお、急降下操作は手動にてブレーキ開放を行うものとする。
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(5) 開閉速度

水門扉の開閉速度は、一般的な 0.3m/min とし、自重降下による急降下時には、一般的な開

閉速度より早い速度を採用し、防潮ゲートの 1.0～2.0m/min を参考とし 1.5m/min を選定し

た。

1) 主電動機 ： 0.3 m/min.
2) 急降下時 ： 1.5 m/min.

(6) ワイヤロープ

ワイヤロープには、普通めっきワイヤロープのほかにメンテナンスフリーのステンレスワイ

ヤロープがある。

普通めっきロープとステンレスロープの経済比較を以下に示す。

1) カマン水門のワイヤロープ

①普通 G 種メッキ IWRC6×WS(37) φ20－45ｍ×2 本 ￥ 234,900
②ステンレス SUS304 6×37 SB 種 φ18－45ｍ×2 本 ￥ 711,900

2) ハントラ水門のワイヤロープ

①普通 G 種メッキ IWRC6×WS(37) φ22－45ｍ×2 本 ￥ 273,600
②ステンレス SUS304 6×37 SB 種 φ20－45ｍ×2 本 ￥ 861,300

3) 交換周期

①普通 B 種メッキ ：15 年

②ステンレス ：30 年

ワイヤロープ更新時には、ワイヤロープコストに取替費用として、2,000 千円/回を見込む。

235
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3424 3424

0

2000

4000
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年 数 （年）

費
用

（
千

円
）

図 2-10 クラマン水門の経済比較
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図 2-11 ハントラ水門の経済比較

ゲート設備の扉体材質が SUS である点、またライフサイクルコストの面からも、ステンレ

スワイヤロープを採用する。
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2.2.4 角落し

(1) 設置目的

角落しゲートは、本水門において各設備の点検・整備時に使用し、一時的にゲート設備の代

用とし、水位維持、逆流防止等を図るために設ける。角落しの形式については、一般的な多段

角落し式とし、点検・整備用として使用するために、何門かのゲートに対して上下流 1 門分

を設置する。また、角落しの据付・撤去は、門柱に設置したリフティングビームにモノレール

ホイストを使用して行う。

(2) 基本諸元

【ハントラ水門用角落しゲート】

1) ゲート形式 ：鋼製スライドゲート

2) 数量 ：角落し 2 組

3) ：戸当り 6 組

4) ：リフティングビーム 1 組

5) 純径間 ：6.00m

6) 扉高 ：5.00m (5 枚×1.0m)

7) 設計水深 ：4.50m (E.L.+2.00-(E.L.-2.50))

8) 設計水位 ：E.L.+2.00m

9) 敷高 ：E.L.-2.50m
【クラマン水門用角落しゲート】

10) ゲート形式 ：鋼製スライドゲート

11) 数量 ：角落し 2 組

12) ：戸当り 6 組

13) ：リフティングビーム 1 組

14) 純径間 ：6.00m

15) 扉高 ：3.00m (3 枚×1.0m)

16) 設計水深 ：2.50m (E.L.+2.00-(E.L.-0.50))

17) 設計水位 ：E.L.+2.00m

18) 敷高 ：E.L.-0.50m
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2.2.5 操作制御設備

(1) 操作設備

水門の操作設備として、機械室に機側操作盤を設ける。水門の開閉操作は、機側操作盤での

押釦操作で行う。

(2) 制御方式

本水門は、機側からゲートを確実に操作できるものとする。

機側操作設備は、機側においてゲートを的確に操作できるものとしなければならない。

信頼性の高い操作制御の制御方式としては、有接点リレー回路方式とプログラマブル・コン

トローラ（以下 PLC）方式がある。以下に比較表を示す。

表 2-20 有接点リレー回路と PLC 回路の比較

項目 有接点リレー回路 PLC 回路

回路が複雑になると部品点数が多くなり

故障の発生が増加する。

回路が複雑となっても故障の発生率には

あまり影響しない。

信頼性
故障の波及度は、概ね部分的である。補助

リレーやタイマーの故障であれば簡単に

交換可能で、システムとしての信頼性は確

保できる。

PLC 故障の場合にシステム全体に波及し

やすい。但し、I/O や電源モジュールの故

障であれば簡単に交換でき、システムとし

ての信頼性は確保できる。

部品の

信頼性

接点部分の接触回数に制限がある。部品と

しての故障率は PLC に比べ高い。

故障の診断には人手を介すか、別途診断装

置を負荷する必要がある。

PLC 本体は非接触であるため耐久性が高

く、故障の確率は低い。

CPU とメモリは自己診断機能により初歩

的な故障診断は可能である。

プラグイン式の補助リレーやタイマーの

故障であれば、高度な知識を必要とせずに

操作員が交換可能である。

I/O ユニットなどの取替は容易。但し、シ

ーケンスのチェックには専用機器と知識

が必要となる。
保守性

多少の互換性がある。 異なる製品間の互換性に難がある。

設備毎の通信についてはソフトウェアで

対応可能である。

回路構成

補助リレーやタイマーで構成するため、制

御量に比例して部品点数が多くなり、制御

が複雑になると配線工数も多くなる。

PLC 本体と I/O ユニットで構成するため、

制御量が増加しても部品点数はそれほど

増えない。制御が複雑になってもソフトウ

ェアで対応するため工数の増加は少ない。

演算機能
演算器を別途設ける必要がある。 PLC 内で演算可能なため、開度演算、流

量演算、開度制御が可能である。

操作盤

寸法

用途・目的毎に演算器や変換器を必要とす

るため、操作機能に比例して操作盤面数、

必要面積が大きくなる。

コンパクト化の期待はあるが、強電部品も

あり、冗長化させると盤面数、必要面積に

はさほど差はない。

水門操作は、全閉、全開の単純な制御回路となるため、リレー方式を採用する。



- 37 -

2.2.6 電源供給設備

(1) 負荷設備の規模・内容

各水門に設置される負荷設備の規模、内容は、下記の通りとする。

1) ハントラ水門

巻き上げ機 3φ特殊かご形電動機 380V 2.2kW×3 台(直入れ方式)
同上機側制御盤 1 面(制御電源 0.5kW 相当)
水位計設備 2 組(制御電源の容量は、機側操作盤電源容量に含む)
照明設備 220V 40W×4 台

投光器 220V 250W×4 台

2) クラマン水門

巻き上げ機 3φ特殊かご形電動機 380V 1.5kW×3 台(直入れ方式)
同上機側制御盤 1 面(制御電源 0.5kW 相当)
水位計設備 2 組(制御電源の容量は、機側操作盤電源容量に含む)
照明設備 220V 40W×4 台

投光器 220V 250W×4 台

3) 電源基本構成

当該設備の電源設備の基本構成は、非常時においてもゲート操作が可能なよう非常用発電

設備を設置することから、手動で商用電源－発電電源の切替が行えるよう下図の通り、

MC-DT(切替器)を設置する構成とする。
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発電設備

引込盤

電源切替盤

R-N S-N T-N

機側操作盤

R-N

220V

操作台照明 投光器

0.3kVA

G

M M M

2.2kW

投光器

0.3kVA

220V 220V

0.18kVA

2.2kW 2.2kW

制御電源

380V 380V 380V

0.5kVA

MCCB
3P 50/30A

MCCB
3P 50/20A

MCCB
3P 50/20A

MCCB
3P 50/20A

Mgctt Mgctt Mgctt

SC SC SC

3φ3W 380V
15kVA

MCCB
2P 50/10A

1φ2W 
380/100V

MCCB
2P 50/10A

MCCB
3P 50/30A

3φ4W 380-220V

MCCB
3P 50/30A

MC-DT
3P 50/30A

Open Close

モータは同時運転なし。

MCCB
2P 50/10A

MCCB
2P 50/10A

図 2-12 電源基本構成(ハントラ水門)
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発電設備

引込盤

電源切替盤

機側操作盤

No simultaneous operation

1.5kW 1.5kW 1.5kW

380V 380V 380V

220V 220V 220V

Control power

0.5kVA

M M M

G

操作台照明 投光器 投光器

0.12kVA 0.3kVA 0.3kVA

MCCB
3P 50/30A

MCCB
3P 50/20A

MCCB
3P 50/20A

Mgctt Mgctt

SC SC

3φ3W 380V
15kVA

MCCB
2P 50/10A

1φ2W 
380/100V

MCCB
2P 50/10A

MCCB
3P 50/30A

3φ4W 380-220V

MCCB
3P 50/30A

MC-DT
3P 50/30A

Open Close

MCCB
2P 50/10A

MCCB
2P 50/10A

SC

Mgctt

MCCB
3P 50/20A

図 2-13 電源基本構成（クラマン水門）

(2) 商用(常用)電源の受電

ハントラ水門およびクラマン水門とも小規模な需要設備であり、380-220V の電源を受電す

ることになる。設置場所近傍は、22kV もしくは 380-220V 配電線が整備されていることから、

受電に関する大きな課題は無いものと判断する。

ハントラ水門付近 クラマン水門付近

図 2-14 水門施設近傍の配電線路状況

水門設置予定位置

配電線路

水門設置予定位置

配電線路
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また、電源線の引込は、水門施設用地内に引込柱を建柱し、門柱を経由して操作台へ配線す

る。当該水門設置予定地近隣の水門の受電状況を以下の写真に示す。

図 2-15 既設水門１(カマオ水門)

図 2-16 既設水門２(アユタヤ市内)
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(3) 発電機の検討

1) 基本仕様の検討

発電機の仕様の検討は、原則として日本の規格、設計要領等を参照し決定する。本件にお

いては、「電気通信施設設計要領・同解説（電気編）」（平成 20 年度版）【以下、「設計要領」

とする。】を参照することとし、各種基本仕様を選定する。

① 発電機の仕様

本件で導入を計画する発電機は、別途、容量の選定結果から 20kVA となることから、

設計要領に従い、下記の通りとする。

 励磁方式は、ブラシレス式とする。

 保護形式は、ディーゼル機関では JIS C 4034「回転電気機械－第 5 部 外被

構造による保護方式の分類」-1999 の、防滴形(IP20)とする。

 絶縁の耐熱クラスは、Ｅ種以上とする。

 極数は 4 極とする。

② 原動機の選定

一般的に発電機駆動用の原動機は、ガスタービン機関もしくはディ－ゼル機関の何

れかが適用されるが、本設計における発電機容量は小型（20kVA）であり、同容量で

はガスタービンが適用外である。したがって、本設計ではディーゼル機関を選定する。

③ 始動方式

始動方式は、電気始動方式と空気始動方式がある。一般に 1000kVA 以下のディーゼ

ル機関の始動方式は、電気始動方式が採用されていることを受け、本設計においても

電気方式を採用する。

④ 冷却方式

ディーゼル機関の冷却方式は、標準的にラジエータ式が採用されているため、同方

式とする。下記にラジエータ式の特徴を示す。

 冷却水の必要量が少なく、水の便が悪い場所に適している。

 システムがシンプルであり、耐震性に優れている。

2) 電動機の始動方式

始動方式は直入れ始動とする。
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3) 発電機容量のための負荷リスト作成

発電機の容量計算は、設計要領に基づき算定を行う。同計算手法では、発電機の対象負荷

に対し、以下に事項を想定した各々の負荷一覧表を作成し、発電機出力係数を算定した上で

発電機容量を算定する。

① ベース負荷率の算定

負荷出力合計値、および各出力係数を求めるために必要な「ベース負荷需要率」を

算出するために所定様式により「負荷容量一覧表(1)」を作成する。

② 電動機始動時の考慮

電動機の始動時の条件における係数を算出するために所定様式「負荷容量一覧表(2)」
を作成する。

③ 高調波の考慮

「高調波電力合成値(H)」を算出し、高調波発生負荷による条件係数を算出するため

に所定様式「負荷容量一覧表(3)」を作成する。

当該施設においてはインバータ等の高調波発生機器は、設置されないことから、計

算を省略する。
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出力
mi

[V] [A] [kW] 0.68 0.30 0.30
3φ4W 380V

101 ゲートモータ機側操作盤

1 ハントラ水門 2.2kW (直入れ始動) ML 1 1 2.20 kW 1.00 2.20 L 1.00 2.20 7.14 15.71 7.14 5.67 12.47 5.00 11.00 5.00 4.00 8.80

1φ2W 220V

A201 電源切換盤

1 投光器 0.3kVA DN 1 1 0.30 kVA 1.00 0.30 0.30 1.00 0.30 1.00 0.30 1.00 0.00 1.00 0.30 1.00 0.00
2 投光器 0.3kVA DN 1 1 0.30 kVA 1.00 0.30 0.30 1.00 0.30 1.00 0.30 1.00 0.00 1.00 0.30 1.00 0.00
3 操作台照明 0.18kVA DN 1 1 0.18 kVA 1.00 0.18 0.18 1.00 0.18 1.00 0.18 1.00 0.00 1.00 0.18 1.00 0.00

A202 機側操作盤

1 制御電源 0.5kVA DN 1 1 0.50 kVA 1.00 0.50 0.50 1.00 0.50 1.00 0.50 1.00 0.00 1.00 0.50 1.00 0.00

0.68 0.30 0.30 3.48 Max 15.71 Max 12.47 Max 11.00 Max 8.80

最大値 次の値 最小値

：A ：B ：C

【始動方式別係数】

ベース負荷の需要率：

ベース負荷の需要率：dは、それぞれで最大とな

る負荷miを除いた合計値にて積算する。

① 0.70 0.00 － 0.00 － 0.00
② 0.60 1.00 0.68 1.47 0.85 1.25
③ 0.50 MM 巻線形電動機 1.00 0.45 2.22 0.70 1.55
④ 0.40 DN 電灯・差込 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
① 0.70 CV 静止形UPS 1.00 0.90 1.11 0.90 1.00
② 0.60 RF 整流器 1.00 0.68 1.47 0.85 1.25
③ 0.50 0.00 － 0.00 － 0.00
④ 0.40 1.00 0.34 2.94 0.80 2.40
① 0.70
② 0.60
③ 0.50
④ 0.40
① 0.70
② 0.60
③ 0.50
④ 0.40
① 0.70
② 0.60
③ 0.50
④ 0.40
① 0.70
② 0.60
③ 0.50
④ 0.50

RG2用 0.25 0.50 0.90
① 0.82
② 0.70
③ 0.58
④ 0.58

連続電圧制御始動 RG2,RE2用 VC 0.30 0.40 0.40
（位相角制御） RG3,RE3用 1.00 0.40 1.33

ks：始動器定数、Z'm：モータインピーダンス ①：5.5kW未満、②：5.5kW以上11kW未満、③11kW以上30kW未満、④：30kW以上 電気通信施設設計要領・同解説より

合 計

及び

選 定

5.00

L

Y

YC

2.38

4.76

3.48

3.33
2.86
2.38
1.90

0.95

2.86
2.38

D＝∑(di×mi)÷K

需要率

但し、R-S≧S-T≧T-R

5.00
4.28
3.57
2.86

2.50

負荷一覧表(1)

/ 3 )

ハントラ水門

Z'mCosθsZ'm

EV エレベータ 交流VVVF VF

始動方式

VF

負荷

記号

可変電圧・可変周波数制御

電動機

RG2,RE2用

RG3,RE3用

ks/Z'm×miの値

が最大となる

mi＝M2

負

荷

記

号

RG3,RE3用

RG2,RE2用

( 1

建物名称

設備

台数

0.50エレベータ 油圧制御
RG2,RG3用 OY
RE2,RE3用

1.00 0.20

M2＝ 11.00 M3＝0.50 0.30 0.30 D＝

d＝ 1.00 d3＝

11.001.00K＝∑mi＝

(ks/Z'm×cosθs-1)×miの値が

最大となる mi＝M3'

ks/Z'm×cosθs×mi

の値が最大となる

mi＝M2'

M3'＝M2'＝

1.00

11.0011.00

d3'＝ 1.001.00 d2'＝

(ks/Z'm-1.47)×miの値が

最大となる mi＝M3

負荷出力合計値 K

ML

クローズドスターデ

ルタ始動

RG2用

RG3,
RE2,RE3用

リアクトル始動

コンドルファ始動

1.00
3.33

0.30

0.33

0.67

5.00

7.14

4.76

0.40
1.33

1.75
0.90
2.45
2.10

1.19

1.75

3.00

3.33

1.75

2.00
2.45
2.10
1.75

1.90
3.50

2.50

備 考

M2'の選定(RE2用)M3の選定(RG3用)

発電設備出力計算書

換算を必要

とする入力

又は出力

[kVA,kW]
出力

出力

換算

係数

始動

方式

又は

制御

方式

負荷

記号

運転

台数
負荷名称

M3'の選定(RE3用)

di×mi

不平衡負荷[kW]

個別負荷

の需要率

M2の選定(RG2用)

R-S S-T

di

需要率D,dの選定

T-R

Cosθsks

0.67

ラインスタート

スターデルタ始動

1.00

0.14

3.50

0.42特殊コンドルファ始動 SCRG3,
RE2,RE3用

C

1.80

3.00

0.70

0.49

始動方式 ks

1.67
1.43

R









 47.1
' mZ

ks
mi

mZ

ks


'mZ

ks

' mZ

ks

'

47.1

'



mZ

ks
s

mZ

ks
cos

'

 s

mZ

ks
cos

'












1

1

1
n

i

n

ii

mi

midi

d＝

mZ

ks

'

mi

s

mZ

ks
cos

'



mi mi









 1cos

'

s

mZ

ks


s

mZ

ks
cos

'



1

s

mZ

ks
cos

'



mZ

ks

'

s

mZ

ks
cos

'



表 2-21 負荷容量一覧表 ハントラ水門(1)



- 44 -

表 2-21 負荷容量一覧表 ハントラ水門(2)

出力
mi

[kW]

[V] [A] ① ② ④ ⑦

3φ3W 220V 動力分岐盤

101 ゲートモータ

1 ハントラ水門 2.2kW (直入れ始動) ML 1 2.20 kW 1.00 2.20 L 7.14 15.71 7.14 0.70 0.00 0.00 1.47 3.23 1.47 0.80

mi： mi＝Mp＝

RG2： Z'mp＝
∑②と∑⑨を比較し、大きい値の方のZ'mpとする。

1 1 1 1 1
RG3： Z'mp＝ 2.20 2.20 2.20 2.20 2.20

∑②と∑⑥を比較し、大きい値の方のZ'mpとする。 1 1 1 1 1
0.14 0.00 0.00 0.68 0.68

RE2： Z'mp＝ cosθs＝
∑②と∑④を比較し、大きい値の方のZ'mpとする。

∑③と∑⑤を比較し、大きい値の方のcosθspとする。

RE3： Z'mp＝ cosθs＝ 11.00 0.00 2.59

∑②と∑⑦を比較し、大きい値の方のZ'mpとする。 15.71 0.00 3.23
∑③と∑⑧を比較し、大きい値の方のcosθspとする。

負荷機器の始動方式別係数（同時始動の場合）：

① 0.70 VF 0.00 0.00 0.34 0.00 1.00 2.94 1.00 0.34 2.94 2.35
② 0.60 OY 1.00 0.54 0.27 3.70 1.00 3.70 1.00 0.40 2.50 2.13
③ 0.50
④ 0.40
① 0.70 0.70 定格出力が最大のもの及びその次に大きいも のを除く 0.70
② 0.60 0.60 0.60
③ 0.50 0.50 0.50
④ 0.40 0.40 0.40
① 0.70 定格出力が最大のも の及び 0.70 定格出力が最大のもの及びその次に大きいも のを除く 0.70
② 0.60 その次に大きいものを除く 0.60 0.60
③ 0.50 0.50 0.50
④ 0.40 0.40 0.40
① 0.70 0.70
② 0.60 0.60
③ 0.50 0.50
④ 0.40 0.40
① 0.70 0.70
② 0.60 0.60
③ 0.50 0.50
④ 0.50 0.50
① 0.82
② 0.70
③ 0.58
④ 0.58

VC 0.14 1.00 0.40 0.00 0.14 0.00 － 1.00 0.34 2.94 0.40
VF 0.00 0.14 0.00 0.00 0.00 0.14 0.00 － 1.00 0.68 1.47 0.85
MM 1.00 0.45 2.22 0.70 0.00 0.45 0.00 － 1.00 0.45 2.22 0.70
DN 1.00 1.00 1.00 1.00 0.00 1.00 0.00 － 1.00 1.00 1.00 1.00
CV 1.00 0.90 1.11 0.90 0.00 0.90 0.00 － 1.00 0.90 1.11 0.90
RF 1.00 0.68 1.47 0.85 0.00 0.68 0.00 － 1.00 0.68 1.47 0.85

ks：始動器定数、Z'm：モータインピーダンス ①：5.5kW未満、②：5.5kW以上11kW未満、③11kW以上30kW未満、④：30kW以上 電気通信施設設計要領・同解説より

建物名称負荷一覧表(2) ハントラ水門

Z'mks
始動方式

0.50

Cosθs

始動瞬時

Z'mks

特殊コンドルファ始動 SC

0.49 3.50

リアクトル始動

7.14

ks Z'm

0.00 0.68

0.42

0.00 0.00

0.00 3.00

0.14

0.14

0.14

0.14

0.14

0.14

－

－

5.00

3.50

0.70

0.00

－

0.00

ks Z'm

0.00

＝

0.49

－0.68

4.760.14

0.80

0.67 0.14

0.700

4.76

0.68

0.68 1.47

1.47

整流器

コンドルファ始動 C

可変電圧・可変周波数制御電動機

静止形UPS

1.79

巻線形電動機

連続電圧制御始動

0.14

2.36

R

電灯・差込

0.70 5.00

0.14 0.700

ML

ラインスタート L 1.00

スターデルタ始動 Y

YC

0.25

0.33

クローズドスターデルタ始動

0.67

0.00

0.00

0.00

負

荷

記

号

始動中

RG2,RE2 RG3,RE3

CosθsCosθs

1.00

1.00

＝×

3.23∑③＝ 11.00 ∑⑨＝

15.71
0.14 ＝

[kVA,kW]

③

同時始動計算用：負荷群ごとに集計( 2 / 3 )

運転
台数

発電設備出力計算書

換算を必要

とする入力

又は出力

集

計

2.20

選

定

0.14

負荷名称

2.20Mp＝∑①＝

＝

0.14 0.700

出力

出力
換算

係数

始動

方式
又は

制御

方式

負荷
記号

＝

始動瞬時

15.71∑②＝

RG2用

11.00

⑨

RE2用

0.00

⑤

∑④＝ 0.00

＝

0.000

始動瞬時

ks Z'm

負荷

記号

＝ 0.00

1.47

0.00

エレベータ 交流VVVF方式

エレベータ 油圧制御

制御方式

＝

＝

×

0.00
1.85

× 0.00

ks

0.93
0.00

＝ 0.802＝

RG2,RE2

0.00
1.85

EV

＝

∑⑦＝

＝

＝

2.593.23

3.23 ∑⑧＝

× 3.23 ×

2.59

＝

3.23

⑧

∑⑥＝

⑥

0.00
1.00

Z'mZ'mks

0.34
0.27

RG3 RE3

備 考

始動中

計算値

RE3用

始動中

＝

0.00∑⑤＝

RG3用

mZ

ks

' mZ

ks

'

mi

mZ

ks


'mZ

ks

'
s

mZ

ks
cos

'

 s

mZ

ks
cos

'



mi
mi

mZ

ks


'mZ

ks

'

mi

mZ

ks


'mZ

ks

'
s

mZ

ks
cos

'

 s

mZ

ks
cos

'



mi

mi

mZ

ks


'mZ

ks

'

mi

mZ

ks


'mZ

ks

'

s

mZ

ks
cos

'

 s

mZ

ks
cos

'



mi

②

③
＝




spcos

②＝ 
MpmpZ

1

'

1

④

⑤
＝




spcos

⑨＝ 
MpmpZ

1

'

1 ④＝ 
MpmpZ

1

'

1

⑦

⑧
＝




spcos

⑦＝ 
MpmpZ

1

'

1
⑥＝ 

MpmpZ

1

'

1

mZ

ks

' mZ

ks

'

s

mZ

ks
cos

'



mZ

ks

'

s

mZ

ks
cos

'



mZ

ks

' mZ

ks

'

s

mZ

ks
cos

'


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表 2-22 負荷容量一覧表 クラマン水門(1)

出力
mi

[V] [A] [kW] 0.62 0.30 0.30
3φ4W 380V

101 ゲートモータ機側操作盤

1 クラマン水門 1.5kW (直入れ始動) ML 1 1 1.50 kW 1.00 1.50 L 1.00 1.50 7.14 10.71 7.14 5.67 8.51 5.00 7.50 5.00 4.00 6.00

1φ2W 220V

A201 電源切換盤

1 投光器 0.3kVA DN 1 1 0.30 kVA 1.00 0.30 0.30 1.00 0.30 1.00 0.30 1.00 0.00 1.00 0.30 1.00 0.00
2 投光器 0.3kVA DN 1 1 0.30 kVA 1.00 0.30 0.30 1.00 0.30 1.00 0.30 1.00 0.00 1.00 0.30 1.00 0.00
3 操作台照明 0.12kVA DN 1 1 0.12 kVA 1.00 0.12 0.12 1.00 0.12 1.00 0.12 1.00 0.00 1.00 0.12 1.00 0.00

A202 機側操作盤

1 制御電源 0.5kVA DN 1 1 0.50 kVA 1.00 0.50 0.50 1.00 0.50 1.00 0.50 1.00 0.00 1.00 0.50 1.00 0.00

0.62 0.30 0.30 2.72 Max 10.71 Max 8.51 Max 7.50 Max 6.00

最大値 次の値 最小値

：A ：B ：C

【始動方式別係数】

ベース負荷の需要率：

ベース負荷の需要率：dは、それぞれで最大とな

る負荷miを除いた合計値にて積算する。

① 0.70 0.00 － 0.00 － 0.00
② 0.60 1.00 0.68 1.47 0.85 1.25
③ 0.50 MM 巻線形電動機 1.00 0.45 2.22 0.70 1.55
④ 0.40 DN 電灯・差込 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
① 0.70 CV 静止形UPS 1.00 0.90 1.11 0.90 1.00
② 0.60 RF 整流器 1.00 0.68 1.47 0.85 1.25
③ 0.50 0.00 － 0.00 － 0.00
④ 0.40 1.00 0.34 2.94 0.80 2.40
① 0.70
② 0.60
③ 0.50
④ 0.40
① 0.70
② 0.60
③ 0.50
④ 0.40
① 0.70
② 0.60
③ 0.50
④ 0.40
① 0.70
② 0.60
③ 0.50
④ 0.50

RG2用 0.25 0.50 0.90
① 0.82
② 0.70
③ 0.58
④ 0.58

連続電圧制御始動 RG2,RE2用 VC 0.30 0.40 0.40
（位相角制御） RG3,RE3用 1.00 0.40 1.33

ks：始動器定数、Z'm：モータインピーダンス ①：5.5kW未満、②：5.5kW以上11kW未満、③11kW以上30kW未満、④：30kW以上 電気通信施設設計要領・同解説より

合 計

及び
選 定

5.00

L

Y

YC

2.38

4.76

2.72

3.33
2.86
2.38
1.90

0.95

2.86
2.38

D＝∑(di×mi)÷K

需要率

但し、R-S≧S-T≧T-R

5.00
4.28
3.57
2.86

2.50

負荷一覧表(1)

/ 3 )

クラマン水門

Z'mCosθsZ'm

EV エレベータ 交流VVVF VF

始動方式

VF

負荷

記号

可変電圧・可変周波数制御

電動機

RG2,RE2用

RG3,RE3用

ks/Z'm×miの値

が最大となる

mi＝M2

負

荷

記

号

RG3,RE3用

RG2,RE2用

( 1

建物名称

設備

台数

0.50エレベータ 油圧制御
RG2,RG3用 OY
RE2,RE3用

1.00 0.20

M2＝ 11.00 M3＝0.50 0.30 0.30 D＝

d＝ 1.00 d3＝

11.001.00K＝∑mi＝

(ks/Z'm×cosθs-1)×miの値が

最大となる mi＝M3'

ks/Z'm×cosθs×mi

の値が最大となる

mi＝M2'

M3'＝M2'＝

1.00

11.0011.00

d3'＝ 1.001.00 d2'＝

(ks/Z'm-1.47)×miの値が

最大となる mi＝M3

負荷出力合計値 K

ML

クローズドスターデ

ルタ始動

RG2用

RG3,
RE2,RE3用

リアクトル始動

コンドルファ始動

1.00
3.33

0.30

0.33

0.67

5.00

7.14

4.76

0.40
1.33

1.75
0.90
2.45
2.10

1.19

1.75

3.00

3.33

1.75

2.00
2.45
2.10
1.75

1.90
3.50

2.50

備 考

M2'の選定(RE2用)M3の選定(RG3用)

発電設備出力計算書

換算を必要

とする入力
又は出力

[kVA,kW]
出力

出力

換算

係数

始動
方式

又は

制御
方式

負荷

記号

運転

台数
負荷名称

M3'の選定(RE3用)

di×mi

不平衡負荷[kW]

個別負荷

の需要率

M2の選定(RG2用)

R-S S-T

di

需要率D,dの選定

T-R

Cosθsks

0.67

ラインスタート

スターデルタ始動

1.00

0.14

3.50

0.42特殊コンドルファ始動 SCRG3,
RE2,RE3用

C

1.80

3.00

0.70

0.49

始動方式 ks

1.67
1.43

R









 47.1
' mZ

ks
mi

mZ

ks


'mZ

ks

' mZ

ks

'

47.1

'



mZ

ks
s

mZ

ks
cos

'

 s

mZ

ks
cos

'












1

1

1
n

i

n

ii

mi

midi

d＝

mZ

ks

'

mi

s

mZ

ks
cos

'



mi mi









 1cos

'

s

mZ

ks
s

mZ

ks
cos

'



1

s

mZ

ks
cos

'



mZ

ks

'

s

mZ

ks
cos

'


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表 2-22 負荷容量一覧表 クラマン水門(2)

出力
mi

[kW]

[V] [A] ① ② ④ ⑦

3φ3W 220V 動力分岐盤

101 ゲートモータ

1 ゲートモータ 5.5kW (直入れ始動) ML 1 1.50 kW 1.00 1.50 L 7.14 10.71 7.14 0.70 0.00 0.00 1.47 2.21 1.47 0.80

mi： mi＝Mp＝

RG2： Z'mp＝
∑②と∑⑨を比較し、大きい値の方のZ'mpとする。

1 1 1 1 1
RG3： Z'mp＝ 1.50 1.50 1.50 1.50 1.50

∑②と∑⑥を比較し、大きい値の方のZ'mpとする。 1 1 1 1 1
0.14 0.00 0.00 0.68 0.68

RE2： Z'mp＝ cosθs＝
∑②と∑④を比較し、大きい値の方のZ'mpとする。

∑③と∑⑤を比較し、大きい値の方のcosθspとする。

RE3： Z'mp＝ cosθs＝ 7.50 0.00 1.76
∑②と∑⑦を比較し、大きい値の方のZ'mpとする。 10.71 0.00 2.21
∑③と∑⑧を比較し、大きい値の方のcosθspとする。

負荷機器の始動方式別係数（同時始動の場合）：

① 0.70 VF 0.00 0.00 0.34 0.00 1.00 2.94 1.00 0.34 2.94 2.35
② 0.60 OY 1.00 0.54 0.27 3.70 1.00 3.70 1.00 0.40 2.50 2.13
③ 0.50
④ 0.40
① 0.70 0.70 定格出力が最大のもの及びその次に大きいものを除く 0.70
② 0.60 0.60 0.60
③ 0.50 0.50 0.50
④ 0.40 0.40 0.40
① 0.70 定格出力が最大のもの及び 0.70 定格出力が最大のもの及びその次に大きいものを除く 0.70
② 0.60 その次に大きいも のを除く 0.60 0.60
③ 0.50 0.50 0.50
④ 0.40 0.40 0.40
① 0.70 0.70
② 0.60 0.60
③ 0.50 0.50
④ 0.40 0.40
① 0.70 0.70
② 0.60 0.60
③ 0.50 0.50
④ 0.50 0.50
① 0.82
② 0.70
③ 0.58
④ 0.58

VC 0.14 1.00 0.40 0.00 0.14 0.00 － 1.00 0.34 2.94 0.40
VF 0.00 0.14 0.00 0.00 0.00 0.14 0.00 － 1.00 0.68 1.47 0.85
MM 1.00 0.45 2.22 0.70 0.00 0.45 0.00 － 1.00 0.45 2.22 0.70
DN 1.00 1.00 1.00 1.00 0.00 1.00 0.00 － 1.00 1.00 1.00 1.00
CV 1.00 0.90 1.11 0.90 0.00 0.90 0.00 － 1.00 0.90 1.11 0.90
RF 1.00 0.68 1.47 0.85 0.00 0.68 0.00 － 1.00 0.68 1.47 0.85
ks：始動器定数、Z'm：モータインピーダンス ①：5.5kW未満、②：5.5kW以上11kW未満、③11kW以上30kW未満、④：30kW以上 電気通信施設設計要領・同解説より

RE3

備 考

始動中

計算値

RE3用

始動中

＝

0.00∑⑤＝

RG3用

∑⑥＝

⑥

0.00
1.00

Z'mZ'mks

0.34
0.27

RG3

＝

2.21

⑧

＝

＝

1.762.21

2.21 ∑⑧＝

× 2.21 ×

1.76

0.00

＝ 0.796＝

RG2,RE2

0.00
1.85

ks

0.93

0.00

エレベータ 交流VVVF方式

エレベータ 油圧制御

制御方式

＝

＝

×

0.00
1.85

EV

⑤

∑④＝ 0.00

＝

0.000

始動瞬時

ks Z'm

負荷

記号

＝ 0.00

1.47

RG2用

7.50

⑨

RE2用

0.00

同時始動計算用：負荷群ごとに集計( 2 / 3 )

運転

台数

発電設備出力計算書

換算を必要

とする入力
又は出力

集

計

1.50

選

定

0.14

負荷名称

1.50Mp＝∑①＝

＝

0.14 0.700

出力

出力

換算
係数

始動

方式

又は
制御

方式

負荷

記号

＝

始動瞬時

10.71∑②＝

＝

∑⑦＝

[kVA,kW]

③

× 0.00＝×

2.21∑③＝ 7.50 ∑⑨＝

10.71
0.14

0.14 0.700

ML

ラインスタート L 1.00

スターデルタ始動 Y

YC

0.25

0.33

クローズドスターデルタ始動

0.67

0.00

0.00

0.00

負

荷

記

号

始動中

RG2,RE2 RG3,RE3

CosθsCosθs

＝

整流器

コンドルファ始動 C

可変電圧・可変周波数制御電動機

静止形UPS

1.79

巻線形電動機

連続電圧制御始動

0.14

2.36

R

電灯・差込

0.70 5.00

1.00

1.00

0.00

ks Z'm

0.00

＝

0.49

－0.68

4.760.14

0.80

0.67 0.14

0.700

4.76

0.68

0.68 1.47

1.47

0.00 3.00

0.14

0.14

0.14

0.14

0.14

0.14

－

－

5.00

3.50

0.70

0.00

－

建物名称負荷一覧表(2) クラマン水門

Z'mks
始動方式

0.50

Cosθs

始動瞬時

Z'mks

特殊コンドルファ始動 SC

0.49 3.50

リアクトル始動

7.14

ks Z'm

0.00 0.68

0.42

0.00 0.00

mZ

ks

' mZ

ks

'

mi

mZ

ks


'mZ

ks

'
s

mZ

ks
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'

 s

mZ
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'



mi
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mZ
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

'mZ
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'

mi

mZ
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

'mZ
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'
s

mZ
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'

 s

mZ
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'



mi
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mZ
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

'mZ
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'
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mZ
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

'mZ
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'

s

mZ
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'

 s

mZ
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'



mi

②

③
＝




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MpmpZ

1

'

1

④

⑤
＝




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MpmpZ

1

'

1 ④＝ 
MpmpZ

1

'

1

⑦

⑧
＝




spcos

⑦＝ 
MpmpZ

1

'

1
⑥＝ 

MpmpZ

1

'

1

mZ

ks

' mZ
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'

s

mZ
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'



mZ
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'

s

mZ

ks
cos

'



mZ

ks

' mZ
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'

s

mZ

ks
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'


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4) 発電機出力の算定

発電機の出力は、次式により算定する。

G＝RG×K×0.95 [kVA]

ただし、 G ： 発電機出力 [kVA]
RG ： 発電機出力係数 [kVA/kW]
K ： 負荷出力合計 [kW]

① 発電機出力係数(RG)
発電機出力係数(RG)は、次の a)～d)に示す 4 つの係数をそれぞれ求めて、その内の

最も大きな値を採用する。ただし、本設計においては高調波発生機器が設置されない

ため、d)の「RG4：許容逆相電流出力係数」の算定は省略する。

a) RG1：定常負荷出力係数

発電機出力端における定常時負荷出力電流によって定まる係数

b) RG2：許容電圧降下出力係数

電動機等の始動によって生ずる発電機出力端電圧降下の許容値によって定ま

る係数

c) RG3：短時間過電流耐力出力係数

発電機出力端における過渡時負荷電流の最大値によって定まる係数

d) RG4：許容逆相電流出力係数

負荷の発生する逆相電流、高調波電流分の関係等によって定まる係数

② 発電機出力の決定

上記の①により求められた発電機出力係数 RG から、所要の発電機出力は、以下の

とおりであり、ハントラ水門では下表の最大値を満足する 14.91kVA 以上とし、クラマ

ン水門では 10.18kVA 以上とする。

表 2-23 発電機出力の計算結果（ハントラ水門）

① RG1 1.57
② RG2 4.51
③ RG3 3.37
④ RG4 1.07

必要発電機出力 14.91

RG×K×0.95

RG K[kW] [kVA]

3.48

5.18
14.91
11.14
3.54

発電機出力係数 負荷出力合計
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表 2-24 発電機出力の計算結果（クラマン水門）

① RG1 1.57
② RG2 3.94
③ RG3 3.06
④ RG4 1.15

必要発電機出力 10.18

RG×K×0.95

RG K[kW] [kVA]

2.72

4.07
10.18
9.27
2.97

発電機出力係数 負荷出力合計

5) 原動機出力の算定

原動機の出力は、次式により算定する。

E＝RE×K×Cp [kVA]

ただし、 E： 原動機出力 [kW]
RE： 原動機出力係数

K： 負荷出力合計 [kW]
Cp： 原動機出力補正係数

① 原動機出力係数(RE)
原動機出力係数(RE)は、次の a)～c)に示す 3 つの係数をそれぞれ求めて、その内の

最も大きな値を採用する。

a) RE1：定常負荷出力係数

定常時負荷によって定まる係数

b) RE2：許容回転速度変動出力係数

過渡的に生ずる負荷急変時に対する回転速度変動の許容値によって定まる係数

c) RE3：許容最大出力係数

過渡的に生ずる最大値によって定まる係数

② 原動機出力の決定

上記の①により求められた原動機出力係数 RE から、所要の原動機出力は、以下のと

おりであり、ハントラ水門では下表の最大値を満足する 14.59kW 以上とし、クラマン

水門では 10.31kW 以上とする。なお、当該箇所は周囲温度が 30℃を超えているため、

原動機出力には周囲温度による補正を加えている。
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表 2-25 原動機出力の計算結果（ハントラ水門）

① RE1 1.30
② RE2 4.05
③ RE3 3.80

出力補正係数

[kW]

4.52
14.10

原動機出力係数 負荷出力合計

Cp

周囲温度による原動機出力の補正

RE K[kW]

1.200

必要原動機出力

14.59
14.10

3.48
13.22

RE×K×Cp

表 2-26 原動機出力の計算結果（クラマン水門）

① RE1 1.30
② RE2 3.67
③ RE3 3.47

出力補正係数

[kW]

3.54
9.97

原動機出力係数 負荷出力合計

Cp

周囲温度による原動機出力の補正

RE K[kW]

1.200

必要原動機出力

10.31
9.97

2.72
9.44

RE×K×Cp

③ 発電機出力および原動機出力の整合

算出された発電機出力および原動機出力により、整合率（MR）を計算する。MR≧

1.0 でなければならないが、MR＝1 に近くなるようにすることが望ましい。

ただし、 MR：整合率

E：原動機出力[kW]
E＝14.59（「原動機出力の決定」で求めたハントラ水門の値）

G：発電機出力[kVA]
G＝15.69（「発電機出力の決定」で求めたハントラ水門の値）

Cp：原動機出力補正係数

Cp＝1.200 とする。

したがって、MR は

MR＝0.88＜1.0 ・・・不適合

整合率 MR＜1.0 となってしまう場合は、そのままでは発電機を駆動できない原動機

出力となってしまうため、下記のように MR＝1 として原動機出力を逆算して、原動機

出力を求める。

CpG

E
MR


13.1＝
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MR＝1.0 として逆算した下記式によるハントラ水門の原動機出力は、16.67[kW]と
なる。

クラマン水門についても同様に整合を確認すると MR＜1.0 となり不適合となるので、

MR＝1.0 として逆算した原動機出力を求めると、クラマン水門の原動機出力は

11.39[kW]となる。

[kW]67.16
13.1

0.1＝ 



CpG

E
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The rehabilitation project of the outer Bangkok ring road (East 
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3 
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The predatory survey on the rehabilitation project of the outer 
Bangkok ring road (east portion)  the Kingdom of Thailand 
technical note 

CTI I CO.,LTD 
Nippon Koei. CO.,LTD 
May 2012 

5 

THE STUDY ON SUPPORTING SYSTEM FOR LOCAL 
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ENVILONMENTAL MANAGEMENT IN THE KINGDAM OF 
THAILAND:MAIN PERORT, FINAL REPORT  
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10 
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November, 2009 
 

11 
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(Survey on 18th Nov – 3rd Dec 1990, 17th Feb – 4th Mar 2011, 
and 2nd-17th Jul 2011) 
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July,2012 

16 Detailed Design of Kra Mang and Han Tra Floodgates June, 2012 

17 
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October,1985 
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19 
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20 
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21 
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for Phatumtani-Samut Prakarn 
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27 
The Pasak Irrigation Project (Kaeng Khoi-Ban Mo Pumping 
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28 
RECOMMENDED PRACTICE FOR THE DESIGN OF CANAL 
SYSTEM  (1954) 

RID 

29 BUILDING CONSTRUCTION ILLUSTRATED 2005 
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31 賃金労務実態調査報告書 September, 2009 

 Drawings  

32 
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33 
Phra Nakorn Sri Ayutthaya Irrigation Project Pasak Rivers Dike, 
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36 
Ropburi River Development Project Pac Khlong Bang Phrae Kru 
Watergate 14 sheets 

RID 

37 
Bangkadi Industrial Park Flood Protection System (renovation 
2012) 

CEDA Company 
Limited 

 Company Brochure  

38 U-MACHINE, general (Brochure) 
SNI international  
Co.,Ltd  Jan. 2012-  

39 Construction Machine (Brochure) Eksawad Co.,Ltd 

40 Construction Machine Brochure 
NOI TRACK SERVICE  
Co.,Ltd 

41 Construction Machine (Brochure) DKSH Co.,Ltd 

42 Concrete production  (Brochure) 
AYUTTHAYA 
CONCRETE CO., LTD 

43 Steel sheet piling  (Brochure) 
CHAROON THAI CO., 
LTD 

44 Construction Machine (Brochure) 
EK CRANE LOGISTIC  
CO., LTD 

45 Construction Machine, Rental rate  (Brochure) Thaitec Co.,Ltd 

46 Construction Machine, Rental rate  (Brochure) 
MTS RENTAL  CO., 
LTD 

47 STEEL PRODUCTS, Structural steel (Brochure) 
SIAM YMATO CO., 
LTD 

48 Ready Mixed Concrete (Brochure) CAPAC CO., LTD 

49 STEEL PRODUCTS, Re-Bar  (Brochure) 
SIAM STEEL 
SYNDICATE PCL 

50 STEEL PRODUCTS, Pipe  (Brochure) 
Asian Steel Product 
Co.,Ltd 

51 STEEL PRODUCTS, Wire (Brochure) 
Bangkok Steel Wire 
Co.,Ltd 

52 Cement (Brochure) 
TPI CEMENT CO., 
LTD 

53 Construction Machine (Brochure) DKSH Co.,Ltd 

54 Concrete production  (Brochure) 
AYUTTHAYA 
CONCRETE CO., LTD 

55 Steel sheet piling  (Brochure) 
CHAROON THAI CO., 
LTD 

56 Construction Machine (Brochure) 
EK CRANE LOGISTIC  
CO., LTD 
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